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第1章 地球温暖化対策について 

1.計画策定にあたって 

近年の平均気温の上昇、豪雨災害の発生等、地球温暖化は瀬戸内市の市民、事業者にとっても身近
に感じる問題となっています。 

2021（令和 3 年）年 8 月に公表された「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 6 次評価報
告書第 1 作業部会報告書」によると、「2011〜2020 年の世界の平均気温は、1850〜1900 年よりも 
1.09℃高い」とされており、近年の地球温暖化の原因として、「人間の影響が大気、海洋及び陸域を温
暖化させてきたことには疑う余地がない」とされています。 

瀬戸内市では、第 3 次瀬戸内市総合計画において「人と地球にやさしいまち」を取組項目の１つとし、
第 2 次環境基本計画[改訂版]では基本方針の１つとして「ゼロカーボンシティの実現」を掲げて温暖化対
策を積極的に推進する方針です。本市は令和 3 年 2 月 2 日、2050 年までに瀬戸内市の二酸化炭素
排出量を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ宣言」を行い、同様に宣言した岡山連携中枢都市圏を構成
する 13 市町で、圏内各自治体と連携を取りながら具体的な取組を進めていくこととしています。 

本市のゼロカーボン実現に向けた具体的な取組のひとつとして、本市と連携する事業者が協力して、環
境省の実施する「脱炭素先行地域づくり事業（第 3 回）」に応募し、「漁村農村から始める、地域で経済
が循環する瀬戸内モデル」が、令和 5 年 4 月 28 日付で選定されました。 

脱炭素の取組を推進していくためには、市民、事業者、行政が協働していくことが不可欠であり、それら
の取組を計画的かつ総合的に推進するために、本計画を策定します。 

 

 

 

 

 

脱炭素先行地域とは 

脱炭素先行地域は、2050 年カーボンニュートラルに向けて、2030 年までに民生部門（家

庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴う二酸化炭素排出の実質ゼロを実現するとともに、

運輸部門や熱利用などの温室効果ガス排出削減についても、地域特性に応じて実現することを目

指す地域として、環境省が取組を公募し選定される地域です。 

国は、少なくとも 100 か所の脱炭素先行地域を選定し、積極的な支援を通じて多様な地域に

おける地域課題を同時解決し、住民の暮らしの質の向上を実現しながら脱炭素に向かう取組の方

向性を示すこととしています。 
 

岡山県内では、現在、瀬戸内市の他に、真庭市や西粟倉村が脱炭素先行地域の指定を受け、取

組を進めています。 

出典）脱炭素地域づくり支援サイトホームページ 
（https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/chiiki-datsutanso/） 
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2.地球温暖化問題について 

1)地球温暖化とは 

私たちが生活するうえで、電気やガスの使用、車、鉄道や飛行機を利用することは欠かすことができま
せん。電気を作るために石油や石炭を燃やし、車を動かすためにガソリンを利用すると、多くの二酸化炭素
を排出します。 

このように石油、石炭などの化石燃料を利用することで二酸化炭素が放出をされ続け、地球の温度が
上昇していきます。また、私たちが生活することで発生した廃棄物を焼却することでも二酸化炭素は放出
されます。 

地球は、太陽の光により温められます。大量の化石燃料の利用が始まる前までは、地球にある「温室
効果ガス」による地球から宇宙に放出する熱の吸収と、宇宙への熱の放出がバランスよく行われ、温室の
ように地球を快適温度にしていました。 

しかし、温室効果ガスが増えすぎると、宇宙に熱が放出できなくなり、地球が暑くなってしまいます。温室
効果ガスは、二酸化炭素のほかにメタンなどもありますが、ほとんどが二酸化炭素です。 

つまり二酸化炭素が増えると、地球の熱がこもってしまい、これが地球温暖化です。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※主な温室効果ガスの種類として、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、代替フロンなどがあります。 
出典︓COOL CHOICE ホームページ（https://ondankataisaku.env.go.jp/coolchoice/ondanka/） 

図 1-1 地球温暖化のメカニズム  

太陽からのエネルギーで地上が温まる 

地上から放射される熱を温室効果ガス※

が吸収・再放射して大気が温まる 

温室効果ガスの濃度が上がると 

温室効果がこれまでより強くなり、地上の

温度が上昇する 

これが地球温暖化 
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2)地球温暖化の影響 

地球温暖化によるここ数十年の気候変動は、人間の生活や自然の生態系にさまざまな影響を与えて
います。国際連合の広報センターの資料によると、「気温が高い状態が長期化すると、気候のパターン
が変化し、通常の自然界のバランスが崩れ、人間と地球上の他のすべての生命体が多くのリスクにさ
らされます」とされています。気候変動の影響として、「気温の上昇」、「嵐の被害の増大」、「干ばつの増
加」、「海の温暖化と海面の上昇」、「生物種の喪失」、「食料不足」、「健康リスクの増大」、「貧困と強
制移住」等があげられています。 

 
出典）日本の気候変動 2020（詳細版）（2020 年 12 月 文部科学省 気象庁） 

注）IPCC 第 5 次評価報告書で用いられた RCP シナリオは数値が大きいほど 2100 年までの温室効果ガス排出が
多いことを意味し、将来的な気温上昇量が大きくなる。 

RCP2.6︓21 世紀末の世界平均気温が工業化以前と比べて約 2℃上昇。パリ協定の 2℃目標が達成された世界。 
RCP8.5︓21 世紀末の世界平均気温が工業化以前と比べて約 4℃上昇。追加的な緩和策を取らなかった世界。 
図 1-2 複数のモデルによりシミュレーションされた 1986～2005 年平均に対する

世界平均地上気温の変化  
3)瀬戸内市での影響 

【気温】 

本市の 1980 年から 2022 年までの年平均気温の推移は 15℃〜16℃の範囲で、2019 年以降は
ほぼ 16℃程度となっており、1980 年以降は 10 年で 0.3 度程度の上昇傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 
図 1-3 虫明地域気象観測所の平均気温 
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また本市の真夏日・熱帯夜の 1980 年〜2022 年の年毎の日数は増加傾向にあります。1980 年
代と 2010 年代の平均を比較すると熱帯夜は約 8 日から約 18 日に、真夏日は約 35 日から約 55 日
に増加しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 1-4 虫明地域気象観測所の真夏日・熱帯夜の日数の推移 

【海水温】 

岡山県の沿岸域では、漁
業やカキの養殖、海苔の養
殖等が行われています。瀬戸
内市内でも漁業や養殖業が
実施されています。 

さらに、瀬戸内市の沿岸
域には魚類の育成や生物の
多様性の観点からも重要な
藻場が分布している状況に
あります。 

 

このような地域特性がある
中で、岡山県沿岸海域の年
平均水温は上昇傾向にありま
す。1980 年代から 2010 年
代にかけて約 0.6℃上昇して
おり、海域環境の変化も懸念
されます。 
 

         

            図 1-5 岡山県沿岸海域の年平均水温 
 

(県農林水産総合センター水産研究所のデータを基に作成) 
※実線（青）は各年の平均水温（下図の調査地点全ての平

均値）、点線（赤）は長期変化傾向を示す。 
（出典︓岡山県気候変動適応センターホームページ） 

（出典︓岡山県水産研究所ホームページ） 
※赤線は備讃瀬戸と播磨灘北西部の境界。 
 



 

6 

【岡山県の気候の将来予測】 

岡山地方気象台では『岡山の気候変動』として、「日本の気候変動 2020」に基づく地域の観測・予
測情報リーフレットを作成しています。この資料は、20 世紀末と比較した 21 世紀末の将来予測を、気
候変動に関する政府間パネル（IPCC）第 5 次評価報告書（AR５）で用いられた２つの代表的濃
度経路（RCP）シナリオについて示しています。追加的な緩和策をとらなかった世界（RCP8.5）では、
岡山県の年平均気温が 4.3 度上昇し、無降水日日数が約 12 日増加すると予測されています。パリ
協定の 2℃目標が達成された世界（RCP2.6）でも、岡山県の年平均気温が 1.4 度上昇しますが、
無降水日数に有意な変化ないと予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：「岡山県の気候変動」（令和４年３月 岡山地方気象台）を再構成 

図 1-6 岡山県の気候変動の将来予測  

＜これからの変化＞ 21 世紀末(2076〜2095 年の平均)の予測を 20 世紀末(1980 年〜 
1999 年の平均)と比較したものです。 

4℃上昇シナリオ 

（RCP8.5） 

 

21 世紀末の世界平
均気温が工業化 以
前と比べて約 4℃上
昇。  

追加的な緩和策をと
らなかった世界。 

2℃上昇シナリオ 

（RCP2.6） 

 

21 世紀末の世界平
均気温が工業化以前
と比べて約 2℃上昇。 

パリ協定の 2℃目標
が達成された世界。 
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3.地球温暖化対策への取組 

1)国際的取組 

パリ協定は、2015 年にパリで開催された COP21 において、国際条約として初めて「世界的な平均
気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求するこ
と」や「今世紀後半の温室効果ガスの人為的な排出と吸収の均衡」等を掲げ、国際的な法的拘束力
のある合意文書として採択されました。 

IPCC「1.5℃特別報告書」（2018 年公表）では、「世界全体の平均気温の上昇を、2℃を十
分下回り、1.5℃の水準に抑えるためには、二酸化炭素排出量を 2050 年頃に正味ゼロとすることが
必要」とされ、世界各国で 2050 年までのカーボンニュートラルを目標として掲げる動きが広がりました。 
2)国の取組 

2020 年 10 月、我が国は 2050 年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする（2050
年カーボンニュートラル）、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言しました。 

2021 年 6 月に、「地域脱炭素ロードマップ」（国・地方脱炭素実現会議）を決定し、5 年間で政
策を総動員、人材・技術・情報・資金を積極的に支援することで、「脱炭素先行地域」の創出と脱炭素
の基盤となる重点対策（自家消費型の太陽光発電等）を全国津々浦々で実施することとしました。 

2021 年 10 月に、地球温暖化対策計画が閣議決定され、新たな目標が示されました。 
➤2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて気候変動対策を着実に推進していくこと 
➤中期目標として、2030 年度に、温室効果ガスを 2013 年度から 46％削減することを目指し、さら

に、50％の高みに向け、挑戦を続けていくこと 
2022 年 4 月に「2050 年カーボンニュートラル」を基本理念として法定化した「地球温暖化対策

の推進に関する法律の一部を改正する法律」（以下「改正温対法」とする）が施行されました。 
3)県の取組 

岡山県も 2020 年 7 月に 2050 年に温室効果ガスの排出を実質ゼロにすることを表明し、取組
の全体像と各主体の取組を示した岡山県地球温暖化防止行動計画の中間見直し（2023 年 3 月）
を行い、2030 年度に 2013 年度から 39.3％削減を目標とした岡山県地球温暖化対策実行計画
が策定されました。本計画は「おかやま新エネルギービジョン」と統合されるとともに、地域気候変動適応
計画としても位置付けられています。 
4)市の取組 

瀬戸内市では、これまで、市の事務事業を対象とした「瀬戸内市地球温暖化対策実行計画（事務
事業編）」を 2008 年度の第 1 次計画から現行の第 3 次計画まで、順次更新し、率先的に対策を実
施してきました。また、2013 年度には「瀬戸内市地球温暖化対策実行計画」を策定し、地球温暖化
対策を各主体の協働のもと推進し、市全体の二酸化炭素排出量の低減にも努めてきました。 

一方で、世界、国、県の状況の変化から、本市でもさらなる展開として、第 2 次環境基本計画[改訂
版]の基本方針の一つに「ゼロカーボンシティの実現」を掲げて温暖化対策を積極的に推進する方針を
示しています。また、令和 3 年 2 月 2 日、2050 年までに瀬戸内市の二酸化炭素排出量を実質ゼロ
にする「ゼロカーボンシティ宣言」を行い、岡山連携中枢都市圏の各自治体と連携を図りながら取組を
進めています。さらに本市の具体的、積極的な取組の一つとして、国のモデル地区となる「脱炭素先行地
域づくり事業（第 3 回）」に民間団体と協力して応募し、令和 5 年 4 月 28 日付で選定されました。 
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第2章 基本的事項 

1.計画の目的 

瀬戸内市地球温暖化対策実行計画は、本市の自然的、社会的条件及びこれまでの地球温暖化対
策に係る取組を踏まえて、今後の地球温暖化対策に関する方針や取組を示します。その上で、市民、事
業者及び行政の各主体の役割を明確に示し、市内の地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進するこ
とで国の目指す 2050 年ゼロカーボン実現を前倒しし、本市では 2040 年ゼロカーボン実現を目標として挑
戦することを目的とします。 
 

2.計画の位置づけ 

本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号）に基づいて作成する
ものであり、気候変動適応法（平成 30 年法律第 50 号）に規定される地域気候変動適応計画を含む
ものとします。 

計画の策定にあたっては、国、県の計画を踏まえるとともに、瀬戸内市の最上位計画である「第 3 次瀬
戸内市総合計画」、環境に関する上位計画である「第 2 次瀬戸内市環境基本計画[改訂版]」及び市の
関連計画と整合を図った計画とし、関連する個別計画と連携を図って推進します。 
 

  
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2-1 計画の位置付け 

国際的枠組み 気候変動枠組み条約 

国の取組 地球温暖化対策の推進に関する法律 

地球温暖化対策計画（令和 3 年 10 月 22 日 閣議決定） 

気候変動適応法 

気候変動適応計画（令和 3 年 10 月 22 日 閣議決定 

         令和 5 年 5 月 30 日 閣議決定（一部変更）） 

県の取組 岡山県地球温暖化対策実行計画(2023（令和 5）年 3 月改定) 

市の上位計画 第 3 次瀬戸内市総合計画 

市の関連計画 第 2 次瀬戸内市環境基本計画[改訂版] 

瀬戸内市一般廃棄物処理基本計画 

瀬戸内市地域公共交通計画 等 

本計画 第 2 次瀬戸内市地球温暖化対策実行計画[区域施策編] 

位置付け 地球温暖化対策の推進に関する法律 第 21 条 4 地方公共団体実行計画 

気候変動適応法 第 12 条 地域気候変動適応計画 

連携・整合 

整合 

整合 
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3.対象とする温室効果ガス 

本計画で対象とするガスは、地球温暖化対策推
進法に定める７種類のガスのうち、日本における温
室効果ガスの排出量の約 90％を占める二酸化炭
素（CO2）とします。二酸化炭素の排出は主に以
下の 2 つがあります。さらに本計画では、森林による
二酸化炭素の吸収についても対象とします。 

表 2-1 対象とする温室効果ガス 

温室効果 

ガスの種類 
主な排出活動 

エネルギー起

源 CO2 

【化石燃料由来】 
燃料の使用、他人から供給さ
れた電気の使用、他人から供
給された熱の使用 

非エネルギー

起源 CO2 

廃棄物（廃プラスチック）の
焼却処分 

                      

4.計画の期間 

本計画で対象とする期間は、国、県が実施する温暖化対策との整合を考慮し、2024 年（令和 6 年
度）〜2030 年度（令和 12 年度）の 7 年間とします。 

また、目標設定の基準となる年度についても、国、県の計画と整合を図り、2013 年度（平成 25 年度）
とします。施策の検討は瀬戸内市が目指す 2040 年（令和 22 年）ゼロカーボンの実現を見据えて設定
します。なお、計画期間中であっても社会的状況、自然的状況の変化により計画を推進するにあたり見直
しを検討する必要が生じた場合には、本計画の見直しを行います。 

表 2-2 計画の目標年度等 

基準年 2013 年度（平成 25 年度） 
本計画目標 2030 年度（令和 12 年度） 
長期目標（ゼロカーボンの実現） 2040 年（令和 22 年） 

 
5.計画の対象範囲 

計画の対象地域は本市全域とします。また、対象とする部門分野は表 2-3 に示します。 
表 2-3 計画の対象範囲 

対象 部門・分野 

エネルギー起源 CO₂ 産業部門（製造業、建設業・鉱業、農林水産業） 
業務その他部門 
家庭部門 
運輸部門（自動車（貨物、旅客）、鉄道） 

非エネルギー起源 CO₂ 一般廃棄物の焼却 
吸収源 森林の吸収量 

出 典 ） 温 室 効 果 ガ ス イ ン ベ ン ト リ オ フ ィ ス ／ 
全国地球温暖化防止活動推進センターホームページ
（https://www.jccca.org/） 

図 2-2 日本の温室効果ガスの割合 



 

10 

第3章 瀬戸内市の現況 

1.自然的特徴 

1)位置と地形 

本市は、岡山県の南東部に位置し、西は岡山市、北は岡山市、備前市と接しています。市の西端を
南北に一級河川吉井川が流れ、中央部には千町川との間に千町平野が広がり、東南部は瀬戸内海に
面した丘陵地と、長島、前島などの島々からなっています。 

 
出典：国土数値情報 

図 3-1 瀬戸内市の地形 
 

2)土地利用 

本市の土地利用は
森林が全体の約4割を
占め、次いで市西部で
水田、市南部で畑地
等、農地が多くなってい
ます。建物は特に市の
北西部に多くなってお
り、各地域の中心部や
JR 駅周辺等にも集中
して分布しています。 

 
出典：瀬戸内市国土利用計画（令和 5 年 3 月）より作成 

図 3-2 土地利用状況 
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本市は、西部に水田や宅地、商業地及び工場などが集中し、東部は主に山林が多い状況です。塩
田跡地には、大規模なソーラーパネルが設置されています。 

 
出典：JAXA 土地利用土地被覆図 

図 3-3 土地利用 

3)気候 

本市は 瀬戸内式気候に属しており、一年を通じて晴れの日数が多く、海が近いために冬でも温暖で
す。1991 年〜2020 年の気温の平均値は 15.1℃、降水量は年間約 1150 ㎜となっています。 

 
図 3-4 月別の平均気温・降水量 
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2.社会的特徴 

1)人口 

本市の人口は、減少傾向にあり、2020 年には 36,054 人となっています。世帯数は増加傾向にあり、
2020 年には 13,887 戸となっています。1 世帯当たりの人数は減少傾向にあり、2020 年には 2.6 人
となっています。 

 
出典：国勢調査 

図 3-5 人口、世帯数、一世帯当たりの人数の推移 

 

年齢別人口は 2020 年には、14 歳以下の割合が 11.4％、15〜64 歳以下の割合が 53.9％、
65 歳以上の割合が 34.7％となっています。年少人口、生産年齢人口は減少傾向にある一方、老年
人口は増加傾向にあり、少子高齢化が進んでいます。 

 
出典：国勢調査 

図 3-6 年齢別人口の推移 
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2)産業 

(1)製造品出荷額等 

市内の工業従業者数は、増減はあるものの増加傾向にあり、2020 年度には 6,193 人となっていま
す。事業所数は概ね横ばいで推移しており、約 100 事業所となっています。 

 製造品出荷額等は 2019 年度まで増加傾向にありましたが、2020 年度は減少に転じ、219,947
万円となっています。 

 
出典：工業統計調査 

図 3-7 工業の従業者数、事業者数、製造品出荷額の推移 

 

(2)商業 

市内の従業者数は増加傾向にあり、2021 年度には 1,974 人となっています。事業所数は概ね横ば
いで推移し、2021 年度は 255 事業所となっています。年間販売額は増加傾向にあり、2021 年度は
3,971,900 万円となっています。 

 
出典：経済センサス 

図 3-8 商業の従業者数、事業者数、年間販売額の推移 
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(3)農業 

本市の経営耕地面積の状況は田が最も多くなっています。経営耕地面積は減少傾向にありますが、
果樹園は 2015 年度から増加し、2020 年度には 77ha となっています。総農家数は減少傾向にあり、
2020 年度には 1,195 戸となっています。農業就労者の高齢化により、生産委託など一部で集約化が
進んでいると考えられます。 

 
出典：農林業センサス 

図 3-9 経営耕地の状況と総農家数の推移 

 

(4)漁業 

本市は県内でも漁業が盛んな地域で、中でもカキ等の養殖が盛んであり、虫明地区はカキの産地とし
て有名です。しかし、近年は漁獲量、漁業就業者ともに減少傾向にあります。 

 
出典：海面漁業生産統計調査、漁業センサス 

図 3-10 漁獲量と漁業就業者数の推移 
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(5)森林 

瀬戸内市は土地全体の約 4 割を森林が占めています。樹種別の材積量は緩やかな増加傾向にあり、
2021 年度の人工林、天然林を合わせた材積量は 437,338m³となっています。 

 
出典：岡山県の森林資源 

図 3-11 樹種別材積量の推移 

3)運輸 

(1)交通網 

本市の主要な道路としては、市の北西端に国道 2 号、中央に岡山ブルーラインがあります。 

公共交通機関は鉄道とバスが主体となっており、鉄道は JR 赤穂線が市の西部を南北に走っています。 

 
出典：国土数値情報 

図 3-12 主要な交通網 

 

ＪＲ赤穂線 
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(2)自動車保有台数 

本市における自動車保有台数は概ね横ばいで推移しています。車種別の自動車保有台数は、貨物
車、普通乗用車、軽自動車が増加傾向にある一方、小型乗用車は減少傾向にあります。 

出典：岡山県統計年報 
図 3-13 自動車保有台数の推移 

 

(3)鉄道の利用者数 

市内にある 3 つの JR 駅を利用する人数は、2019 年度まで緩やかな増加傾向にありましたが、2020
年度は新型コロナウイルスの影響もあり、減少し、約 2,700 人/日となっています。 

 

 
出典：岡山県統計年報 

図 3-14 鉄道利用者の推移 
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4)廃棄物 

本市の一人一日当たりのごみの排出量は、2019 年度までは約 800g/人・日で推移し、2020 年度
に減少に転じましたが、2021 年度には増加し、785 g/人・日となっています。 

リサイクル率は増減があるものの、概ね横ばいで推移しています。 

 
出典：一般廃棄物処理計画実態調査 

図 3-15 ごみ排出量とリサイクル率の推移 

 

5)電力排出係数 

中国電力の基礎排出係数の値は、毎年小さくなっており、2021 年度には 0.529kg-CO₂/kWh と
なっています。 

 
出典：温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度（環境省）より作成 

図 3-16 中国電力の排出係数の推移 

 

  



 

18 

3.瀬戸内市における地球温暖化対策 

1)日本最大級メガソーラーの誘致 

総面積約 500ha に及ぶ錦海塩田跡地の活用による『太陽のまちプロジェクト』として、日本最大規模
のメガソーラーを誘致し、2018 年 10 月より運転を開始しました。本事業は、民間資金を活用してメガソ
ーラーを導入するとともに、防災のための防潮堤設置・堤防補強、環境保全としてのハビタットの整備を行
っています。本発電事業の概要（2018 年 6 月時点）を以下に示します。 

【発電量・二酸化炭素削減量】 

最大発電能力は約 235 MW、年間で一般家庭約 8 万世帯の消費電力に相当する電力を供給し
ます。二酸化炭素削減量は約 192 千 t-CO2 になります。なお、現時点で発電された電気は固定価格
買取制度（FIT）を利用して中国電力に売却されており、中国電力の電気の排出係数削減に寄与し
ています。このため、瀬戸内市の二酸化炭素削減量のごく一部で貢献しています。 
【発電所敷地面積・設置パネル数】 

発電所敷地面積は約 260 ha、ソーラーパネルは約 230 ha に約 90 万枚を設置しています。 

（パネルにはライフサイクル中の温室効果ガスの排出量や経済性に優れた「多結晶シリコン型」を使用） 
【送電】 

中国電力と連携し、中国電力西大寺変電所を最西端とする約 16 km 間を送電しています。 

本発電事業の送電ルートを以下に示します。 
 

 

（出典）瀬戸内市 Kirei 太陽光発電所 HP「工事の進捗状況」 

図 3-17 瀬戸内 Kirei 太陽光発電所 送電ルート（2018 年 6 月時点） 

なお、本事業で、市は土地の貸付料として、25 年間で 100.5 億円を収入として得ています。このうち
61 億円を塩田跡地の安全・安心の確保のための維持管理費用として確保し、残り 40 億円をまちづくり
に活用することとしています。 
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2)マイクログリッドの導入 

環境省の「公共施設等先進的 CO2 排出削減対策モデル事業」を利用し、庁舎、学校に、太陽光発
電による再生可能エネルギーを活用したマイクログリッドを導入しました。併せて空調設備をはじめとした省
エネ改修及び空調機の遠隔監視機能を活用した地域全体のデマンド制御を行うことにより、エネルギー
需給バランスの最適化管理を行っています。本事業の活用により、地域内あるいは地域間で電力を融通
し、エネルギーを地産地消し、エネルギーロスを極限まで抑え、かつ価格インセンティブの導入により、マイク
ログリッド内で自律的に電力需給のバランスをとるシステムを構築しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-18 瀬戸内市広域において複数（３エリア）のマイクログリッドを形成 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-19 電力融通方策と電気料金の考え方 

➤ＦＩＴによらない自家消費を基本とする既存の

送電網を活用した再生可能エネルギー利用 

➤電力融通を促進する電力新料金体系によ

り、ランニングコスト（電力料金）削減 

➤クラウドサーバを活用した各設備のデータ計測  

遠隔監視による空調設備のデマンド制御及

び省エネ運転制御 

電力会社 IPP など 

電力会社 

電気事業者 
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需要 
A1 

需要 
A2 

需要 
A3 
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需要 
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需要 
C3 

売電 
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(託送料金除く) 

 
売電 
価格 ≒ 

各々の従量料金 
(託送料金除く) 
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(託送料金除く) 
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ネットワーク 
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本事業の対象とした施設の一覧を表 3-1 に示します。 

本事業（マイクログリッド等の導入）の効果として、年間温室効果ガスを 519ｔ-CO2 削減する計画
としています。 

なお、2022 年度については、新型コロナウィルス感染症への対応として換気対策等を実施したため、
空調利用の増加が影響して、目標は達成できませんでした。今後も計測したデータの分析を専門家に依
頼し、継続的に運用改善を図っていくことで、省エネルギーによる電気料金の低減と温室効果ガスの削減
に貢献していく方針としています。なお、全エリアの発電量合計（年間の全発電量合計）は全てエリア内
の電力融通及びエリア間の電力融通に 100％活用された結果となっています。 

表 3-1 公共施設等先進的 CO2排出削減対策モデル事業 対象建物 

地域 番号 施設 再エネ 蓄エネ 省エネ 

邑久 

1 邑久学校給食調理場 － － 空調・照明 

2 瀬戸内市中央公民館 － － 空調・照明 

3 瀬戸内市消防本部 － － 空調・照明 

4 邑久地域太陽光発電 新設 59.8kW － － 

5 瀬戸内市役所 既設 20 kW － 照明 

6 邑久小学校 － － 空調・照明 

7 今城小学校 既設 20 kW － 空調・照明 

8 裳掛小学校 － － 空調・照明 

長船 

9 長船学校給食調理場 既設 10kW － 空調・照明 

10 ゆめトピア長船 既設 20kW 新設 25kWh 空調・照明 

11 長船刀剣博物館 － － 照明 

12 長船浄化センター 新設 46.8kW － － 

13 美和小学校 － － 空調・照明 

14 国府小学校 既設 20 kW － 空調・照明 

15 行幸小学校 既設 20 kW － 空調・照明 

16 長船中学校 － － 空調・照明 

牛窓 

17 

瀬戸内市役所牛窓支所 

牛窓公民館 

瀬戸内市立美術館 

既設 20kW 新設 25kWh 空調・照明 

18 粟利郷残土置場 新設 46.8kW×3 － － 

19 牛窓東小学校 既設 20 kW － 空調 

20 牛窓西小学校 － － 空調・照明 

21 牛窓北小学校 － － 空調・照明 

22 牛窓中学校 － － 空調・照明 

（出典）瀬戸内市資料 

｢再エネの最大限の導入の計画づくり及び地域人材の育成を通じた持続可能でレジリエントな地域社会実現支援事業実施計画書｣ 
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3)市内民間事業者におけるメガソーラーの導入 

市内最大事業者である株式会社岡山村田製作所を含めた村田製作所グループは 2050 年までに
事業で使用する電力をすべて再生可能エネルギーでまかなうことを目指す国際的な取組である RE100
に加盟し、再生可能エネルギーの導入を積極的に進めています。 

株式会社岡山村田製作所が、社有駐車場を活用して整備したカーポート型の太陽光発電設備は
現在、日本最大級です。株式会社岡山村田製作所では、2023 年 12 月現在、表 3-2 に示す太陽
光発電設備を導入しており、2030 年には使用電力の 50%を再生可能エネルギーでまかなう計画です。
2050 年の RE100 達成に向けた取組みを加速して進めています。 

表 3-2 岡山村田製作所の太陽光発電設備設置状況 

施設名称 
ソーラーパワープラント 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 合計 

設置形式 
ｶｰﾎﾟｰﾄ型 ｶｰﾎﾟｰﾄ型 屋根置き型 屋根置き型 屋根置き型 屋根置き型 － 

FIT FIT 自家消費 自家消費 自家消費 自家消費 － 
システム容量(kW) 2,403 1,280 573 184 461 546 5,447 
設置枚数(枚) 8,010 3,878 1,062 342 789 935 15,016 

年間発電電力量 
(初年度推定)(MWh) 

3,367 1,743 681 221 548 649 7,209 

年間 CO2 削減効果 
(初年度推定)(t-CO2) 

1,781 922 360 117 290 343 3,813 

稼働開始 
2020 年

3 月 
2021 年

1 月 
2022 年

5 月 
2022 年

5 月 
2023 年
12 月 

2023 年
12 月 － 

（出典）株式会社岡山村田製作所提供資料（2023 年 12 月） 

表 3-3 岡山村田製作所の駐車場型太陽光発電設備の特徴 

発電効率の向上 
一般的な表面発電パネルではなく、裏面でも駐車車両、地面などからの反射光を受光可

能な両面発電パネルを採用することで、設置面積当たりの発電効率を向上させています。 
駐車場利用者の

利便性向上 

カーポート架台が駐車場利用者の邪魔にならないよう駐車エリアに支柱を配置しない構造
とすることで、発電による CO2 削減効果に加え、従業員の利便性向上が期待できます。 

 
（出典）株式会社岡山村田製作所提供資料（2023 年 12 月） 

図 3-20 岡山村田製作所の駐車場型太陽光発電設備  
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4)ゼロカーボンシティ宣言 

2050 年までに瀬戸内市の二酸化炭素排出量を実質ゼロとする「ゼロカーボンシティ宣言」を実施しま
した。本宣言は、「岡山連携中枢都市圏※」を構成する 12 市町（岡山市、津山市、玉野市、総社市、
備前市、瀬戸内市、赤磐市、和気町、早島町、久米南町、美咲町、吉備中央町）と令和 3 年 2 月
に共同で実施しました。令和 2 年 3 月に宣言済みの真庭市を含めた圏内 13 自治体で連携を図りなが
ら具体的な取組を進めていくこととしています。 

 

※ 岡山連携中枢都市圏とは、8 市 5 町の全 13 市町（圏域人口 117 万人）で構成され、このうち真庭市では、2020
年 3 月に既に「ゼロカーボンシティ宣言」を実施済みでした。 

当連携は、2016 年 8 月に岡山市が「連携中枢都市宣言」を行い、同年 10 月に岡山市と連携する各市町との間で
「連携中枢都市圏形成に係る連携協約」を締結したものであり、「岡山連携中枢都市圏ビジョン」では、「つながり、創造
する。躍動︕岡山都市圏」を将来像として、圏域人口を 2040 年に 1,092 千人（推計値＋104 千人）とすることを
目標に掲げています。 

 

「第 2 次瀬戸内市環境基本計画」中間見直しの一環として実施されたアンケート調査において、「ゼ
ロカーボンシティ宣言」に関する認知度を調査しています。その結果を図 3-21 に示します。市民・事業者
ともに「知っていた」が約 1 割程度、「聞いたことがあった」が約 2 割程度で、約 7 割が「聞いたことがなかっ
た」との回答となっており、認知度は低い状況にありました。 

     

 

（出典）令和 3 年度 第 1 回瀬戸内市環境審議会資料を一部改変 

図 3-21 令和 3 年度瀬戸内市アンケート調査における「ゼロカーボンシティ宣言」認知度 
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5)重点対策加速化事業 

本市は、令和 4 年 4 月に環境省の実施する「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加
速化事業）」に「太陽と海が織りなす成長ビジョンに向けたビルドアップ事業」として応募し、令和 4 年 5
月 30 日に採択を受けました。具体的な内容は以下に示すとおりで、一般家庭や民間事業者、公共施
設への太陽光発電設備等の導入、EV の普及・導入に向けた取組を実施する計画としています。 

この交付金は環境省が、2030 年度温室効果ガス排出削減目標及び 2050 年カーボンニュートラル
の達成に向けて、「重点対策」の取組を意欲的に行う地方公共団体に対して、地域を脱炭素化し、再エ
ネ等の導入を推進するための財政的な支援を行うものです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典）環境省 重点対策加速化事業 計画概要（令和 4 年 5 月 30 日内示）より抜粋 
図 3-22 瀬戸内市の取組む重点対策加速化事業の概要  
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6)脱炭素先行地域 

本市は、重点対策加速化事業に加え、更なるゼロカーボン実現のため、令和 5 年 2 月に環境省の実
施する「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（脱炭素先行地域づくり事業）」に「漁村農村から始め
る、地域で経済が循環する瀬戸内モデル」として民間団体と協力して応募し、令和 5 年 4 月 28 日付
で選定されました。本計画は、玉津・裳掛地区および公共施設などを先行エリアとして、2030 年のゼロカ
ーボンを目指すものです。今後も共同提案者との協働により取組を推進していきます。 

表 3-4 脱炭素先行地域の概要 

内容の概要 伝統産業の垂下式カキ養殖業が盛んな玉津・裳掛地区において、自家消費型のオ
ンサイト PPA や遊休地を活用したオフサイト PPA による太陽光発電の導入を進める
とともに、設立予定の地域エネルギーマネジメント会社が大型蓄電池を活用した需給
管理を行い、地産地消率の最大化と脱炭素化を実現することを目指します。 

また、カキ養殖に使用された廃棄筏や荒れた農地や里山に繁茂した雑木をチップ化
して暖房設備や農業ハウスの加温設備等の燃料として利用することで、廃棄筏の焼
却による煙害や耕作放棄地の増加による獣害といった地域課題の解決を目指しま
す。 

共同提案者 
みやまパワーHD 株式会社、邑久町漁業協同組合、株式会社中国銀行、備前日生

信用金庫、株式会社岡山村田製作所 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典）脱炭素地域づくり支援サイトホームページ 

（https://policies.env.go.jp/policy/roadmap/preceding-region/） 

図 3-23 瀬戸内市の取組む脱炭素先行地域の概要  
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4.市民等の意識動向 

1)アンケート調査 

(1)調査の概要 

地球温暖化問題やエネルギー資源問題、再生可能エネルギーに関する取組意向等を調査するため
のアンケート調査を実施し、その結果をとりまとめました。 
 

表 3-5 アンケート調査 調査方法の概要 

 

表 3-6 アンケート調査 設問概要一覧 

市 民 事 業 者 

回答者属性（年代、居住地区 等） 回答者属性（業種、業務形態 等） 

地球温暖化対策として実施している日々の行動・取組 

省エネルギー機器・再生可能エネルギー機器の使用状況等 

太陽光発電で発電した電力の利用方法 太陽光発電の開始時期、発電量とその利用方法 

省エネ機器・再エネ機器の導入を検討するためのメリット・条件 

昨年度 1 年間の電気料金 昨年度 1 年間の燃料種別エネルギー使用量 

現在契約している電力会社 

現在契約している電力会社を選んだ理由 

瀬戸内市の地球温暖化対策に対して期待すること 

ゼロカーボンシティの実現に向けた考え 

  

項 目 市 民 事 業 者 

対象 市内居住の 18 歳以上 1,000 人 市内の事業所 800 者 

回収数 397 票（回収率 39.7％） 278 票（回収率 34.8％） 

抽出方法 無作為抽出 無作為抽出 

配布方法 郵送配布 郵送配布 

回収方法 郵送回収・ＷＥＢ回収 郵送回収・ＷＥＢ回収 

実施期間 2021 年 10 月 6 日（水）〜2021 年 10 月 24 日（日） 計 19 日間 
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(2)アンケート調査結果 

調査結果は、単純集計と合わせて、属性情報（年代・業種等）と回答結果のクロス集計等により、
施策の検討材料とするために分析をしました。集計結果の概要を以下に示します。 

【省エネルギー行動の取組について】 

 市民は「気候に合わせた服装（COOL BIZ、WARM BIZ）」など、効果の体感できる取組や理
解しやすい取組は実施しています。 

 市民、事業所ともに照明や空調等に関する省エネ行動への取組は実施している状況です。 

 「野菜の下ごしらえなどには電子レンジの活用」、「エアコンのフィルターのこまめな清掃」、「窓への断
熱性の高いカーテンや遮熱シートの使用」などの比較的効果の見えにくい取組は、50%以上で実
施されていませんでした。 

 事業者のうち事業自体の省エネにつながる省エネ診断等実施している事業者は 10％程度です。 

【省エネルギー機器の使用状況について】 

 市民ではコストのかからない LED 照明の利用や、価格も安定し、一般に普及してきたヒートポン
プ給湯器などの利用は多い状況にあります。 

 LED 照明は 5 割以上の事業者で導入されていますが、そのほかの省エネ機器の導入は 3 割以
下となっています。 

【再生可能エネルギー設備の利用状況・今後の導入意欲について】 

 太陽光発電は市民全体で 15％、事業者全体で 10％の利用状況（牛窓地区の市民、金融・
保険業、飲食店・宿泊業、倉庫は現在利用の回答なし）でした。一方、「導入するつもりはない」
の回答は市民・事業者のどちらも 40％程度と多い結果となりました（特に 20 代以下の市民、
金融・保険業、飲食店・宿泊業）。 

 電気自動車と燃料電池自動車は、現在の利用はまだ少ないものの、「今後導入を考えたい」の回
答は比較的多い結果となりました。 

 太陽光発電や次世代自動車以外の設備は利用が進んでおらず、導入意欲も低い結果となりま
した。 

 省エネルギー機器・再エネルギー機器の導入を検討するためのメリットとして、「光熱費が削減され
ること（特に 20 代以下の市民、医療・福祉業、倉庫）」、「維持管理がしやすい・保障が充実
していること（特に電気ガス熱供給・水道業、運輸業・郵便業）」、「初期投資が小さいこと」が
特に多い状況でした。 
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【契約している電力会社について】 

 現在の電力会社を選んだ理由は市民・事業者とも「昔から契約しており、契約の変更が面倒だか
ら」が過半数で、安定供給をその他理由として挙げる意見も散見されました。 

 事業者においては、本社からの指示や付き合いを理由に挙げる意見も複数ありました。 

【市の地球温暖化対策について】 

 市の温暖化対策に期待することは、「導入負担の少ない太陽光発電設備の推進（特に電気ガス
熱供給・水道業）」、「太陽光発電などでつくった電力の普及促進（特に牛窓地区の市民）」、
「再エネ機器の導入等に活用できる補助金制度の情報提供（事業者全般）」が特に多くありまし
た。 

 20 代以下は突出して「市の施設への再生可能エネルギー・省エネルギー設備の導入」の回答が多
くありました。 

 コミュニティバスの導入等、公共交通機関の整備に対する期待も 3 割を超えています。 

【ゼロカーボンシティの実現に向けた考え】 

 市民・事業者とも 5 割以上は、ゼロカーボンシティ実現に向けて「行政・事業者・市民等の区別な
く、お互いが協力して取組むべき」と考えています。 

【その他（自由意見より）】 

 導入課題として、設備投資費用（特に蓄電池）の低下、太陽光発電設置に伴う安全性の確保、
地域住民の理解醸成、景観の保全を挙げる意見があったほか、電化に伴う既存設備の買い替えを
危惧する意見もありました。 

 地球温暖化対策の提案は、太陽熱温水器・家庭用蓄電池・小水力発電の普及、錦海塩田メガソ
ーラーの市民利用、オフカーボンのポイント化、市独自の太陽光発電電力買取、設備導入のため
の補助金、急速充電スポットの設置、公共交通機関（特にコミュニティバス）の拡充や通勤用マ
イクロバスの支援、市の施策・取組事例等の分かりやすい情報提供を期待する意見がありました。 

【身近で感じる環境変化について】 
（「第 2 次瀬戸内市環境基本計画」中間見直し アンケート結果より） 

 市民・事業者のほとんどが「気候変動による気象の変化が激しくなっている」と感じており、その影響と
しては、「猛暑日や熱帯夜の増加」、「洪水や土砂崩れなどの増加」、「熱中症等の健康被害の増
加」が特に多く挙げられていました。 
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2)中高校生の意見集約 

(1)高校生によるワークショップの実施 

2050 年に社会の中心になっている高校生の意見収集として、邑久高校の学生を対象に、本市の地
球温暖化対策に関するディスカッションを開催しました。 

表 3-7 高校生の意見集約の概要 

項目 内 容 

開催 

日時 
令和 3 年 11 月 17 日（水） 45 分程度 

対象 

者 
岡山県立邑久高等学校 自然科学グループ所属の学生 6 名 

開催 

方法 
全体でのディスカッション方式、参加学生には事前に課題資料を配布 

事前 

課題 

問１ ①2030 年に二酸化炭素の排出量を半分にするためには、誰に・何をお願いしていく
方が良いと思いますか︖（優先順位も付けてみてください） 

②どういった発電方法を増やしていく方が良いと思いますか︖ 
問２ 2050 年に「他の地域にも再生可能エネルギーを販売できる程の量を発電」するために

は、どういった取組ができそうか、アイデアを出してみてください。 
開催 

風景 

 

とり 

まと 

め 

結果 
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(2)中学生アンケート 

「第 2 次瀬戸内市環境基本計画」改定（中間見直し）の一環として実施した中学生を対象とした
アンケートのうち地球温暖化問題やエネルギー資源問題、再生可能エネルギーに関する取組意向等の
結果をとりまとめました。 

表 3-8 アンケート調査 調査方法の概要 

 

 

 

 

 
 

表 3-9 調査項目 

 

 

 

 

 

 

アンケート結果のうち温暖化に関する内容の結果概要を以下に示します。 

 

項 目 市 民 

対象 市内の中学 2 年生 
回収数 配布数 299 票 回収数 266 票 回収率 89％ 
抽出方法 全数対象 
配布方法 教育委員会を通じた配布・回収 
実施期間 2021 年 9 月 1 日（水）〜2021 年 9 月 8 日（水） 

項 目 

① 環境に対する関心や行動について 
② 環境問題を知る方法について 
③ 現在住んでいる地域の環境について 
④ 身近に感じる環境変化について 

【環境に対する関心や行動について】（温暖化関連項目） 

 「物を大事に長く使うようにしている」、「食べ残しをしないようにしている」、「電気や水のムダづかいに気
をつける」は、8 割以上が「している」と回答がありました。「環境にやさしい製品や・商品を選んで購入
する」や「家族と環境について話をすることがある」は「している」と回答があったのは 3 割以下でした。
ごみの削減等に関する内容「ごみをきちんと分別して出し、リサイクルにも協力している」等は 50％〜
80％が「している」と回答し、一定の周知はできているが、一部で実行まで伴っていないと考えられま
した。 
 環境行動を始めたきっかけは、約半数が「節約になるから」と「家族が行動していたから」と回答し、

次いで「環境を守ることになるから」が約 4 割でした。 
 ここ 1 年以内の地域の環境活動へ参加した学生は約 2 割であり、「参加したことはないが、チャンス

があれば参加したい」の回答が約 4 割で最も回答が多く、残りの 4 割は「参加したことはない、参加し
たいと思わない」と回答しました。 
 参加したことがあるもしくは参加してみたい地域の環境活動は、「ごみ減量・リサイクルに関する活

動」が 3 割程度で 2 番目に多く、「地球温暖化防止のための活動」は 15％程度で最も少ない回
答でした。 
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【環境問題を知る方法について】 

 環境に関する情報の入手方法として、回答者の約 9 割が「テレビ」と回答しており、次いでインターネ
ットが約 7 割の回答でした。 

【現在住んでいる地域の環境について】（温暖化関連項目） 

 「気候変動等による気象の変化が激しくなっている」と感じている学生（「そう思う」と「少しそう思う」
と回答）が約 9 割をとなっていました。また、「環境についての情報が収集できたり、学んだりできてい
る」と感じている学生（そう思う」と「少しそう思う」と回答）が約 8 割でした。 

【身近に感じる環境変化について】（温暖化関連項目） 

 気候変動やその影響として感じているものとして、「猛暑日や熱帯夜が増加した」を７割の学生があ
げており、次いで「台風や大雨による洪水や土砂崩れ等が増えた」が約半数、「熱中症等の健康被
害が増加した」が４割程度と回答が多くなっていました。 
 プラスチック問題の解決に向けて重要と考えていることは、「使用を抑えて、ごみを減らす」が約７

割、「分別とリサイクルを徹底する」が６割と多くなっていました。また、「代わりとなる素材の開発、利
用を進める」、「清掃によって、海洋流出を減らす」も半数が重要と考えていました。 
 プラスチック製の買物袋（レジ袋）の有料化により、「変化した（レジ袋をもらわなくなった）」が約８

割、「有料化される前からレジ袋をもらっていない」と合わせると約９割がレジ袋もらっていないと回答
しました。 
 将来に残したいものとして、「いろんな生き物がいる豊かな自然」が 64％と最も多く、「ニ酸化炭素の

排出が少ないクリーンなエネルギー」も 45％の回答となっていました。一方で「環境を守るための活動
や地域のつながり」が 28％と最も少ない回答となっていました。 



 

31 

第4章 二酸化炭素排出量・吸収量の現状と将来予測 

1.二酸化炭素排出量・吸収量の現状 

二酸化炭素の現況排出量の推計結果を表 4-1 及び図 4-1〜図 4-4 に示します。二酸化炭素総排
出量（森林吸収量を加味する前の排出量）は、基準年度の 2013 年度と推計の元年度とした 2017年
度のいずれも約 405 千 t-CO2 のほぼ増減なしの結果で、2019 年度は約 373 千 t-CO2 となり 2013 年
度比で約 8%減少しました。二酸化炭素排出量（森林吸収量を加味した排出量）は、森林吸収量が
増加した影響により 2013 年度で約 391 千 t-CO2、2017 年度で約 382 千 t-CO2 で、2019 年度で
約 355 千 t-CO2 となり約 9％減少となりました。部門別二酸化炭素排出量は最も割合の大きい産業部
門では 2013 年度比で 2017 年度が約 13％、2019 年度が約 14％増加しており、2013 年度から
2019 年度にかけて製造業と農林水産業でそれぞれ 16 千 t-CO2、4 千 t-CO2程度増加していました。そ
の他のエネルギー起源二酸化炭素は排出量の減少がみられ、特に家庭部門では 2013 年度比で 2017
年度が約 11 千 t-CO2（15％）、2019 年度が約 30 千 t-CO2（41％）の減少となっていました。家
庭部門での減少の要因として、電力排出係数（電気を作る際の二酸化炭素排出量）の減少と家庭で
利用する電化製品の省エネ化が進んでいることが考えられます。 

表 4-1 基準年度と直近年度における二酸化炭素排出量推計結果(t-CO2)の比較 

  
 
 

 

  

  
 

 

図 4-1 基準年度及び直近年度における CO2総排出量の比較 

排出量
増減率

(2013年度比)
排出量

増減率
(2013年度比）

122,718 134,333 9% 138,725 13%

1,632 1,436 -12% 1,206 -26%

15,536 21,820 40% 19,627 26%

139,886 157,589 13% 159,559 14%

81,101 76,828 -5% 65,036 -20%

75,275 64,237 -15% 44,330 -41%

旅客 57,313 47,546 -17% 45,242 -21%

貨物 40,800 48,862 20% 50,257 23%

7,296 6,108 -16% 5,523 -24%

105,409 102,516 -3% 101,022 -4%

3,001 3,529 18% 3,540 18%

404,672 404,699 0.0% 373,488 -7.7%

14,049 22,693 62% 18,410 31%

390,623 382,005 -2% 355,078 -9%

2017 2019（最新年度）
年度

2013
（基準年度）

廃棄物部門

二酸化炭素(CO2)総排出量

森林吸収量

二酸化炭素(CO2)排出量

業務その他部門

家庭部門

運輸
部門

自動車

鉄道

小計

産業
部門

製造業

建設業・鉱業

農林水産業

小計
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図 4-2 CO2排出量の経年推移 

 

 

図 4-3 部門別 CO2排出量の経年推移 

 

 

図 4-4 部門別 CO2排出量増減率の経年推移 
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2.二酸化炭素排出量の将来予測（現状趨勢（BAU）） 

BAU シナリオについて、地域活性化に関わる「実質 GDP 成長率（製造業）」と「人口（家庭部門）」
について、地域が今後活性化するケースとして現状趨勢（BAU）を算出しました。 

部門・分野別の推計した BAU 排出量の一覧及びその合計値を表 4-2 及び図 4-5 に示します。推計
の結果、森林吸収量を加味した BAU 排出量は 2030 年度に約 370 千 t-CO2、2050 年度 403 千 t-
CO2 と、2013 年度比で 2030 年度は約 5％減少しますが、2050 年度には約 3％増加する見込みで
す。 

部門・分野別では、産業部門の製造業、運輸部門の自動車（貨物）で CO2 排出量が増加する見込
みとなります。特に製造業では、2013 年度現況排出量から 2030 年度時点で約 38 千 t-CO2、2050
年度時点で約 111 千ｔ-CO2 増加すると推計されました。その他の部門・分野では、減少見込み又はほ
ぼ同等の推移となりますが、特に業務その他部門、家庭部門、運輸部門の自動車（旅客）での減少見
込み量が大きくなっています。 

表 4-2 地域活性化を考慮した BAU 排出量の推計結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4-5 地域活性化を考慮した BAU 排出量の経年推移  

2013
基準年度

2017
推計元年度

2019
直近年度

2030 2040 2050

122.7 134.3 138.7 160.2 193.4 233.4

1.6 1.4 1.2 0.6 0.4 0.2

15.5 21.8 19.6 20.2 20.2 20.2

139.9 157.6 159.6 181.1 214.0 253.9

81.1 76.8 65.0 58.1 46.2 36.7

75.3 64.2 44.3 56.6 54.0 52.1

旅客 57.3 47.5 45.2 34.8 26.8 20.7

貨物 40.8 48.9 50.3 52.6 54.1 55.2

7.3 6.1 5.5 6.0 5.8 5.7

105.4 102.5 101.0 93.3 86.8 81.6

3.0 3.5 3.5 3.1 3.1 3.1

404.7 404.7 373.5 392.4 404.2 427.6

▲ 14.0 ▲ 22.7 ▲ 18.4 ▲ 22.4 ▲ 23.5 ▲ 24.3

390.6 382.0 355.1 370.0 380.7 403.3

業務その他部門

家庭部門
運輸
部門

自動車

鉄道

小計

地域活性化ケース排出量・吸収量（千t-CO2）

森林吸収量

CO2排出量(ラベル値）

建設業・鉱業

農林水産業

小計

廃棄物分野

CO2総排出量

年度

産業
部門

製造業

現況排出量・吸収量
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第5章 目指すべき将来像と削減目標 

1.目指すべき将来像 

環境分野の上位計画である「第２次瀬戸内市環境基本計画【改訂版】」の市の目指す将来像にゼロ
カーボンを実現した将来像が含まれていることから、本計画の将来像も「第２次瀬戸内市環境基本計画
【改訂版】」の市の目指す将来像と同様とします。 

環境基本計画の中間見直しに伴い、『太陽光発電を軸としたゼロカーボンへの取組（経済×社会×環
境）』をまちづくりの中心に添え、将来像のサブタイトルに『太陽と海が織りなす 成長ビジョン』が加えられて
います。 
 

 

 

 

 

2.二酸化炭素排出量の削減目標 

『太陽光発電を軸としたゼロカーボンへの取組（経済×社会×環境）』をまちづくりの中心に添えた本市
の目指すべき将来像の実現のために、国、県が実施する取組に加えて本市独自の取組により、以下の目
標の達成を目指します。なお、長期目標は、国、県の策定する計画の目標を 10 年早めて実現する 2040
年ゼロカーボン社会の実現とする挑戦的な目標として設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 5-1 二酸化炭素排出量の削減目標  

本計画目標

2030年度

二酸化炭素排出量を

2013年度比50％以上削減

長期目標

2040年

ゼロカーボン社会の

実現

豊かな自然と快適な暮らしが調和するまち 瀬戸内市 

～太陽と海が織りなす 成長ビジョン～ 
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二酸化炭素排出量の削減目標の設定は、2030 年度の国が目標とする電力排出係数及び国の実施
する地球温暖化対策のうち、本市の寄与分を踏まえて推計を実施したうえで、部門ごとの目標と全体目標
を以下のとおり設定しました。 

 

表 5-1 二酸化炭素排出量の 2030 年度の削減目標 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-2 二酸化炭素排出量の 2030 年度の削減目標 
 
  

温室効果ガス排出量・吸収量注） 1,215.3 643.3 -46% 46,410 28,360 -38.9% 405 197未満 -50%以上

エネルギー起源二酸化炭素注） 1,133.0 621.0 -45% 44,060 27,660 -37.2% 402 214未満 -45%以上

産業部門 463.0 289.0 -38% 32,020 21,640 -32.4% 140 84未満 -40%以上

業務その他部門 238.0 116.0 -51% 3,730 1,820 -51.2% 81 28未満 -65%以上

家庭部門 208.0 70.0 -66% 3,860 1,300 -66.3% 75 23未満 -70%以上

運輸部門 224.0 146.0 -35% 4,450 2,900 -34.8% 105 79未満 -25%以上

非エネルギー起源二酸化炭素 82.3 70.0 -15% 2,350 1,580 -32.8% 3 2.6未満 -15%以上

温室効果ガス吸収源 -47.7 -880 -20以上

注1)集計対象は瀬戸内市が削減対象として設定した項目としているため、各上位計画の合計値とは異なる。
注2)削減目標％は基準年度（2013年度）比を示す。

2013
年度

瀬戸内市(千t-CO2)

2030
年度目標

項目

国(百万t-CO2) 岡山県(千t-CO2)

2013
年度

2030
年度目標

2013
年度

2030
年度目標

国・県と連携した

削減対策、電力

排出係数の低減

及び脱炭素先行

地 域等 の市の 施

策により 

2013 年度比

50 ％ 以 上 の

削減を目指す 

年度 
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3.再生可能エネルギー導入目標 

再生可能エネルギーの導入状況を環境省の自治体排出量カルテより示します。本市の再生可能エネル
ギーは現在、すべて太陽光発電となっています。経年的には、平成 30 年度より錦海塩田跡地に整備され
たメガソーラーの稼働により消費電力 FIT 導入比が 70%程度に向上しています。 

 
 

出典）自治体排出量カルテ 2023 年 10 月 
https://www.env.go.jp/policy/local̲keikaku/tools/karte.html） 

図 5-3 区域の再生可能エネルギーの導入容量累積の経年変化 

再生可能エネルギーの導入目標は、本市での導入実績が多く、ポテンシャルが高い太陽光発電により設
定します。なお、その他の再生可能エネルギーは、導入可能性を検討し、可能なものは導入を推進します。 

表 5-2 再生可能エネルギー導入ポテンシャル 

 

 
 

 

 

出典）REPOS 再生可能エネルギー情報提供システム（2023 年 10 月） 
https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/index.html 

2030 年度の再エネ導入（太陽光発電）目標は、10kW 未満と 10kW 以上にわけて設定します。 

 
 
 
 

注)錦海塩田に設置されたメガソーラーを除いた増加率とします。 

太陽光発電を導入することで、電力の排出係数（電気をつくる際にでる二酸化炭素の量）の削減に貢
献し、2030 年に電力の排出係数が 0.25kg-CO2/kWh（国の目指す目標の排出係数）になることで、
電気由来の二酸化炭素排出量が 2030 年の現状趨勢の約 40%になります。  

10kW 未満 2014 年度から 2021 年度の設備導入量の回帰式より設定（2021 年度比 1.43 倍） 
10kW 以上 錦海塩田に設置されたメガソーラーを除いた 2014 年度から 2021 年度の設備導入量の回

帰式より設定（2021 年度比 1.65 倍） 

太陽光発電による再生可能エネルギーを 

2030 年度に 2021 年度比 1.6 倍注)以上 
にすることを目指します 

※1︓バイオマス発電の導入容量は、FIT 制度公表情報のバイオマス発電設備（バイオマス比率考慮あり）の値を用いています。 

中区分 賦存量 導入ポテンシャル 単位
建物系 - 227.003 MW

土地系 - 492.338 MW
合計 - 719.341 MW
陸上風力 77.800 16.000 MW
河川部 0.000 0.000 MW

農業用水路 0.000 0.000 MW
合計 0.000 0.000 MW
合計 0.000 0.000 MW

77.800 735.341 MW

131,401.293 1,040,140.626 MWh/年

大区分

太陽光

風力

中小水力

地熱

再生可能エネルギー（電気）合計
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第6章 瀬戸内市が取組む地球温暖化対策 

1.取組の基本方針 

2040 年にカーボンニュートラルで魅力あるまちづくりを実現するために、以下の 3 項目の基本方針に基づ
いて地球温暖化対策を推進します。 

本市の現状を踏まえるとともに、地域資源を積極的に活用した地球温暖化対策を推進することとして『太
陽光発電を軸としたゼロカーボンへの取組（経済×社会×環境）』により、本市の魅力の向上にも貢献し
ます。 

 
◆ 【緩和策】温室効果ガス排出量の削減 ◆ 

「省エネルギーの推進（エネルギー利用の効率化）」、「エネルギーの脱炭素化」などの取組の推進に
より温室効果ガス排出量を削減します。 

 
◆ 【適応策】気候変動に対する適応 ◆ 

気候変動に伴う健康や災害による日常生活のリスクに対して、人間社会の在り方を調整して適応して
いきます。 

 
◆ 地域課題の解決 ◆ 

地域活性化や少子高齢化などの地域課題の解決に取組ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-1 取組方針 

[緩和策]

二酸化炭
素排出量
の削減

[適応策]

気候変動
に対する

適応

豊かな自然と快適な暮らしが調和するまち 瀬戸内市 

～太陽と海が織りなす 成長ビジョン～ 

地域資源の活用 

・気候変動への適応

の推進 

 ➤防災対策 
 ➤熱中症対策 
 ➤事業継続計画 
 ➤生物の情報把握 
           等 

・省エネルギーの推進（エネ

ルギー利用の効率化） 

・エネルギーの転換 

・エネルギーの脱炭素化 

・二酸化炭素の吸収 

・環境学習・普及啓発の充実 

地域課題の解決 
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2.各主体の役割 

温室効果ガスのほとんどは二酸化炭素です。二酸化炭素は私たちの社会生活、事業活動によってその
多くが排出しており、すべての人に関わりがあります。このため、地球温暖化対策は、市民、事業者及び行
政の各主体が自ら取組んでいくとともに、連携、協働することにより効果的な取組とします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 6-2 各主体の役割 

3.地球温暖化対策 

地球温暖化対策は、気候変動の原因となる温室効果ガスの排出量を削減するための緩和策と、気
候変動の影響による被害の回避・軽減のための適応策の両輪で推進します。地球温暖化対策の施策の
体系を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：環境省資料に加筆 

図 6-3 緩和策と適応策 

市民
・地球温暖化対策活動に関心をもち自ら行

動します。

・省エネを推進します。

・再エネ導入を推進します。

・循環型社会の実現に貢献します。

事業者
・事業活動の中で温室効果ガス

削減に取組みます。

・市民が実施する活動に協力・
支援します。

・企業の実施する地球温暖化対
策の活動などの情報を積極的
に公開します。

行政
・市が率先して地球温暖化対策

に取組みます。

・環境教育、普及・啓発や補助
金の交付等、市民・事業者の
取組を支援します。

・主体間の連携・協議が円滑に
推進するよう働きかけるとと
もに情報提供します。

・活動結果を評価・改善します。

温室効果ガスの増加 気候変動 気候変動の影響 

生活、社会、経
済、自然環境への
影響 

気温上昇、降雨パ
ターンの変化、海面
上昇など 

化石燃料使用によ
る二酸化炭素の排
出等 

・省エネの推進 

・エネルギーの転換 

・エネルギーの脱炭素化 

・CO2 吸収の促進 

・防災対策 

・熱中症対策 

・事業継続計画 

・生物の情報把握等 

普及啓発活動、環境学習、情報収集、情報提供 

緩和 
温室効果ガスの 

排出を抑制する 

適応 
被害を回避・ 

軽減する 
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表 6-1 施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6-4 2040 年ゼロカーボン実現に向けたロードマップ  

基本施策 施策 重点施策 

緩和策 

省エネルギー
の推進（エネ
ルギー利用の
効率化） 

・省エネルギー行動の実施 
・建物・設備等の省エネルギー化 
・エネルギー利用の少ない移動の推進 
 （エコドライブの推進等） 
・エネルギー利用の少ない物流の推進 
・循環型のまちづくりへの取組（焼却ごみ

の削減、食品ロスの削減等） 

・脱炭素先行地域取組の全市への展開と
重点対策加速化事業の推進 

・新規建築物の ZEB、ZEH 化と既存建物
の断熱改修の推進 

・循環経済（サーキュラーエコノミー）への
移行促進による廃棄物の低減 

エネルギーの
転換 

・移動エネルギーの転換(環境に配慮した
自動車の普及等) 

・利用する熱を生成するエネルギーの転
換(ボイラーによる熱利用をヒートポンプに転
換等) 

・脱炭素先行地域取組の全市への展開と
重点対策加速化事業の推進 

・漁船・農業機械の燃料等の脱炭素化へ
の取組 

エネルギーの
脱炭素化 

・再生可能エネルギーの利用拡大 
・再生可能エネルギーの効率的利用 
 （蓄電池の導入、地域新電力による電力

の地産地消の推進等） 
・水素エネルギーの利用 

・脱炭素先行地域取組の全市への展開と
重点対策加速化事業の推進 

・耕作放棄地への営農型太陽光発電（ソ
ーラーシェリング）の推進 

・漁船・農業機械の燃料等の脱炭素化へ
の取組 

・脱炭素促進区域の設定 
二酸化炭素
の吸収 

・森林の管理の実施・緑化の推進 
・ブルーカーボン生態系による炭素貯留 
 （藻場の保全・造成等） 

・地域と連携した藻場の保全・造成の推進 

適応策 
気候変動へ
の 適 応 の 推
進 

・防災対策 
・熱中症対策 
・事業継続計画 
・生物の情報把握等 

・地域と連携した藻場の保全・造成の推進 

適応策・ 

緩和策 

環 境 学 習 ・
普及啓発の
充実 

・環境教育の実施 
・普及啓発・情報提供の推進 

・ 将来を担う子供達への環境学習、普及
啓発の実施 
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1)緩和策 

緩和策の推進のイメージを以下に示します。 

 

 

 

図 6-5 緩和策のイメージ 

2040 年脱炭素の実現 

・省エネルギー行動の実施 
・建物・設備等の省エネルギー化 
・エネルギー利用の少ない移動の推進 
・エネルギー利用の少ない物流の推進 
・循環型のまちづくりへの取組 

・移動エネルギーの転換 
・利用する熱を生成するエネルギーの転換 

・再生可能エネルギーの利用拡大 
・再生可能エネルギーの効率的利用 
・水素エネルギーの利用 

・森林の管理の実施・緑化の推進 
・ブルーカーボン生態系による炭素貯留 

環境学習・普及啓発の充実         ・環境教育の実施 
・普及啓発・情報提供の推進 
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(1)省エネルギーの推進（エネルギー利用の効率化） 

温室効果ガスの削減ために、徹底した省エネルギーの推進によりエネルギー消費量を削減します。エネ
ルギー消費量の削減には、市民、事業者、行政が個々に実施する取組を強化するとともに、各主体の
役割のもと連携して取組むことで、地域での生活や働き方を変えていきます。 

省エネルギー行動の実施 

➤デコ活（脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動）の推進 
➤COOL CHOICE、ゼロカーボンアクション 30 の取組の実施 
➤環境家計簿の利用促進（エネルギー使用量や温室効果ガス排出量の見える化） 
➤エコアクション 21 等環境マネジメントシステムの導入 
➤テレワークやペーパーレス化等 IT を活用した働き方改革の実施 
➤環境負荷の少ない製品やサービスの選択に向けた情報提供と実施 

実施主体
の 

取組 

市民 省エネルギー行動を推進します。 

事業者 省エネルギー行動を推進するとともに、製品やサービスに関する情報提供を推進
します。 

行政 省エネルギー行動を推進するとともに、市民・事業者の省エネルギー行動の推進
に必要な施策を実施します。 

 
 

 
出典）デコ活サイト ホームページ（https://ondankataisaku.env.go.jp/decokatsu/） 

デコ活 ゼロカーボン 

アクション 30 
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建物・設備等の省エネルギー化 

➤HEMS(家庭用エネルギーマネジメントシステム)、BEMS(ビル用エネルギーマネジメントシステム)、
FEMS(工場エネルギーマネジメントシステム)を導入し、エネルギー使用量の見える化によるエネルギー
マネジメントの推進 

➤家電、設備の買い替えの際には省エネ家電、設備の導入 
➤屋外、屋内の照明機器の LED 化 
➤新築は、ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）や ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の導入推進 
➤既存ビルの ZEB Ready に対応した建物への改修 
➤省エネルギー性能の高い建材(断熱材、窓、ガラス)を用いた住宅の断熱改修の実施 
➤エネルギーの効率的な利用や非常時の備えとして、蓄電池・蓄エネ給湯器の導入 
➤省エネ診断による使用エネルギー削減及び経費節減の推進 
➤建築時、運用時、廃棄時に省 CO2 に取組み、さらに太陽光発電等の再生可能エネルギーの創出に

より、ライフサイクルを通じての CO2 の収支をマイナスにする LCCM(ライフ・サイクル・カーボン・マイナス)
住宅の導入の検討 

実施主体
の 

取組 

市民 建物・設備等を購入する際には脱炭素化を推進します。 
事業者 建物・設備等を購入する際には脱炭素化を推進します。 

行政 建物・設備等の脱炭素化を推進し、市民、事業者の省エネルギー型の建物・設
備の導入に関する情報の提供や支援することで、導入を促進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典）経済産業省 資源エネルギー庁省エネポータルサイト ホームページ
(https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving̲and̲new/saving/enterprise/ 

support/index02.html） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

出典）「これからは︕『ZEH』でお得に賢く快適生活」経済産業省 資源エネルギー庁 

省エネルギー庁 

省エネポータルサイト 

ZEB イメージ 
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エネルギー利用の少ない移動の推進 

➤「瀬戸内市地域公共交通計画」の推進による利用しやすい道路ネットワークや公共交通機関を構築
することによる移動の脱炭素化 

➤生活サービス施設や住宅のまとまった立地への誘導により、コンパクトなまちづくりを推進 
➤駅前への駐輪場の整備等による自転車利用の推進（「瀬戸内市 JR 駅前等整備計画（邑久駅・

長船駅・大富駅）」の推進） 
➤加速・減速の少ない運転やアイドリングストップ等、環境にやさしい自動車運転等によるエコドライブの

推進 

実施主体
の 

取組 

市民 公共交通機関の利用を選択、エコドライブを推進します。 

事業者 
通勤や事業活動に伴う移動の際に公共交通機関の利用を選択、エコドライブを
推進します。 

行政 
利用しやすい公共交通機関の形成、コンパクトなまちづくり、自転車利用が促進
するための環境整備、公共交通機関の利用やエコドライブを推進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

出典）瀬戸内市地域公共交通計画 令和 3 年 3 月 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

出典）COOL CHOICE ホームページ 
(https://ondankataisaku.env.go.jp/coolchoice/) 

エコドライブとは 

瀬戸内市公共交通の将来像 

エコドライブとは 
急がない。乱暴にならない。 
ゆっくり加速、ゆっくりブレーキ。車間距離にゆとりを持つ。 
ひとつひとつは、小さなことかもしれません。 
でも、それが積み重なれば。 
日本の、世界のドライバーが、みんなで取組めば。 
きっと、大きな力になります。 
環境への負荷や、交通事故が減り、 
あなたやあなたを取り巻く人の幸せにつながっていきます。 
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エネルギー利用の少ない物流の推進 

➤物流企業・事業所が連携し、複数企業の商品を同じトラックやコンテナなどに積み込み輸送する共同
輸配送等による物流の効率化の促進 

➤荷主、物流企業の連携により、トラックから環境負荷の小さい輸送手段である鉄道等に転換するモー
ダルシフトを検討 

➤時間指定配達や多様な受取手段選択などにより、宅配便を 1 回の配達で受け取ることで、輸送の省
エネルギーに寄与 

➤加速・減速の少ない運転やアイドリングストップ等、環境にやさしい自動車運転によるエコドライブの推
進 

実施主体
の 

取組 

市民 宅配便の再配達が削減されるように努めます。 

事業者 
エネルギー効率の高い物流手段の利用や事業者間の協力を検討し、輸送の省
エネルギー化を推進します 

行政 
物流の省エネルギー化に向けて必要な情報の提供し、必要な支援を実施しま
す。 

 
【物流総合効率化法について】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典）国土交通省ホームページ 
(https://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/bukkouhou.html) 

物流総合効率化法 

について 

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律（物流総合効率化法）は、流通業

務（輸送、保管、荷さばき及び流通加工）を一体的に実施するとともに、「輸送網の集

約」、「モーダルシフト」、「輸配送の共同化」等の輸送の合理化により、流通業務の効率

化を図る事業に対する計画の認定や支援措置等を定めた法律です。 

国土交通省では、昨今の物流分野における労働力不足や荷主や消費者ニーズの高度

化・多様化による多頻度小口輸送の進展等に対応するため、同法に基づき、「２以上の

者の連携」による流通業務の省力化及び物資の流通に伴う環境負荷の低減を図るため

の物流効率化の取組を支援しています。 
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循環型のまちづくりへの取組 

➤5Ｒ（リデュース︓発生抑制、リユース︓再利用、リサイクル︓再生利用、リフューズ︓拒否（断
る）、リペア︓修理）を推進し、効率的で省資源なライフスタイルへの転換 

➤プラスチック製品の分別、生ごみの減量などによる可燃ごみの削減及びごみの分別・収集方法の周知
徹底 

➤容器や包装のなるべく少ない商品（簡易商品）、長く使える良い商品の製造や選択、ペーパレス化
等による排出抑制 

➤買いすぎず、使い切り、食べきりの推進及びフードバンクの活用による食品ロスの削減 
➤製品の長寿命化等を進め、再使用容器への転換、部品の再利用など、廃棄物が発生しない取組の

推進 
➤事業活動で発生した廃棄物量を確認し、それらの増加及び減少要因等を解析し、次年度以降のご

み減量化への活用 
➤BDF 燃料となる廃食油の回収・リサイクルの促進 
➤環境配慮型商品の普及・促進 
➤循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行促進 
➤適切なごみ処理施設の維持管理と、さらなる廃棄物の適正処理の推進 

実施主体
の 

取組 

市民 循環型社会の推進に配慮したライフスタイルに転換します。 
事業者 資源の有効利用などにより持続可能な事業活動への移行を推進します。 
行政 循環経済への移行に向けた取組を推進・支援します。 

 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                         
 
 
 
                                                                                                                                                       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

出典）第２次瀬戸内市環境基本計画［改訂版］ 

天然資源の投入 

処 理 
（ﾘｻｲｸﾙ・焼却等） 

最終処理 
（埋立） 

①リフューズ（拒否） 
(例)・レジ袋をもらわない 
   ・使い捨て容器をもらわない 

③リデュース（発生抑制） 
(例)・製品をつくる時に、

原材料を無駄なく
効率的に使う 

   ・使用頻度の少ない
ものをシェアする 

②リユース（再利用） 
(例)・繰り返し使える商品を選ぶ 
   ・いらなくなった物を譲り合う 

④リペア（修理） 
(例)・服・革靴などを修理

して長く使う 

⑤リサイクル（再生利用） 
(例)・資源ごみを分別する 
   ・ごみを再生して作られた製

品を利用する 

生 産 
（製造・運搬等） 

消 費 

廃 棄 
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(2)エネルギーの転換 

利用するエネルギーを再生可能エネルギーの導入が図りやすいエネルギーに転換していきます。 
移動エネルギーの転換 

➤電気自動車、ハイブリッド自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車など環境に配慮し
た自動車の普及促進 

➤電気自動車等の充電設備の設置や、水素ガスステーションの設置などエコカーの利用に必要な環境
の整備促進 

➤電気自動車等で利用する電気は、再生可能エネルギーで発電した電力の導入によりゼロカーボンド
ライブを推進 

実施主体
の 

取組 

市民 自動車の購入、買い換えではエコカーを選択します。 

事業者 
自動車の購入、買い換えではエコカーを選択し、利用環境の整備に貢献しま
す。 

行政 自動車の購入、買い換えではエコカーを選択し、市民、事業者のエコカーの導
入に関する情報の提供を支援することで、導入を促進します。 

 
 
 
 

 
 

主なエコカー 
 

 
出典）COOL CHOICE ホームページ 

(https://ondankataisaku.env.go.jp/coolchoice/ecocar/qa/) 

チョイス！エコカー 

キャンペーン 
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利用する熱を生成するエネルギーの転換 

➤ボイラーによる熱利用をヒートポンプへ転換 
➤家庭や業務その他部門で、灯油やガスなどの化石燃料を燃焼して利用していた熱を、ヒートポンプ等

による熱に置き換えることで少ない電気で効率的な熱利用への転換 

実施主体
の 

取組 

市民 利用する熱を化石燃料から再生可能エネルギーによる熱に転換します。 

事業者 
利用する熱を化石燃料から再生可能エネルギーによる熱や廃熱利用に転換
します。 

行政 利用する熱を化石燃料から再生可能エネルギーによる熱に転換するとともに、
必要な情報の提供や支援を行います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

熱の主な供給方法 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

エネルギーミックス必達のための課題（2015 年度から 2030 年度に向けて） 
出典）資源エネルギー庁ホームページ

(https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/netsu.html) 
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(3)エネルギーの脱炭素化 

脱炭素社会の実現のためには、再生可能エネルギーの導入は最重要施策の一つであり、国の方針で
も、再生可能エネルギー導入による二酸化炭素の削減が重要な施策となっています。利用するエネルギ
ーを化石燃料から再生可能なエネルギーへ転換します。さらに、事業者などの利用する化石燃料を太陽
熱などの再エネ熱や、グリーン水素に置き換えや、廃熱などの未利用熱の利用を検討します。利用エネル
ギーの転換は、エネルギーを利用する市民、事業者、行政がそれぞれの実情に合わせて推進すると同時
に、需要の調整など効率的なエネルギー利用をすすめていく必要があります。 
再生可能エネルギーの利用拡大 

➤地域で賦存量の多い、太陽光による発電、給湯や暖房の熱利用への導入促進 
➤太陽光発電のオンサイトＰＰＡやオフサイトＰＰＡに関する情報提供及び導入支援 
➤農地を活用したソーラーシェアリングの推進 
➤地域と連携した事業所の熱源としての小型バイオマスの導入の検討 
➤小水力発電などのその他の再生可能エネルギーの利用検討 
➤地中熱等の未利用となっている熱の利用についての導入検討 

実施主体 
の 

取組 

市民 太陽光による発電や熱利用設備を導入するほか、未利用エネルギーの利用
に関する取組に協力します。 

事業者 
太陽光による発電や熱利用設備を導入するほか、地中熱、廃熱等の未利
用エネルギーの利用を検討します。 

行政 

太陽光による発電や熱利用設備を導入するほか、市民、事業者の同エネル
ギーの導入に関する情報提供や導入支援により利用を促進します。また、
未利用エネルギーの利用を検討するとともに、事業者に利用に向けた情報
提供や導入支援し、利用を促進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

太陽熱利用のイメージ 
 
 
 

出典）資源エネルギー庁ホームページ 
（https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving̲and̲new/attaka̲eco/) 

あったかエコ 

太陽熱サイト 
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再生可能エネルギーの効率的利用 

➤災害への備え、電気代の節約、太陽光発電の効率的な利用につながる V2H（Vehicle to 
Home）の導入の促進（電気自動車やプラグインハイブリッド車のバッテリーを家庭用の畜電源とし
て活用するしくみ） 

➤太陽光により発電した電気を、災害時や夜間に効率的に利用するため蓄電池導入の促進 
➤再生可能エネルギーの普及する新しい電力ネットワークにおいて、電力の需要と供給のバランス（デ

マンド・レスポンス）により、電気の効率的な利用促進 
➤地域マイクログリッドの構築や避難施設等に自立・分散型のエネルギーシステムの導入を検討し、災

害時にも供給可能な自立したエネルギーシステムの構築の実現 
➤地域新電力による電力の地産地消の推進 

実施主体 
の 

取組 

市民 家庭への V2H の導入や蓄電池の導入及び地域新電力への加入を検討し
ます。 

事業者 
蓄電池導入や地域マイクログリッドへの参加や地域新電力への加入を検討
します。 

行政 
V2H や蓄電池に関する情報や導入を支援するとともに、デマンド・レスポンス
や地域マイクログリッド構築、地域新電力の活用を推進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

需給一体型 ZEH モデル 

 
地域マイクログリッド構築イメージ 

出典）分散型リソースの導入加速化に向けて（経済産業省 令和 3 年 2 月 16 日）に加筆 

V２H 
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水素エネルギーの利用 

➤化石燃料に代わる燃料としてのブルー水素、ブルーアンモニアやグリーン水素、グリーンアンモニアの普
及に向けた取組の検討 

実施主体 
の 

取組 

市民 化石燃料に代わる水素やアンモニアエネルギーに関する知識を取得します。 
事業者 化石燃料に代わる燃料として、水素やアンモニアの利用を検討します。 

行政 化石燃料に代わるエネルギーとして、水素やアンモニアの利用に関する情報
提供や導入を支援します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

水素社会実現のイメージ 
出典）脱炭素化にむけた水素サプライチェーン・プラットフォーム 

ホームページ 
(https://www.env.go.jp/seisaku/list/ 

ondanka̲saisei/lowcarbon-h2-sc/) 
 
 
 
 
 
 
 
 

脱炭素化にむけた水素サプライチェーン 
 
 
 
 

グレー水素・ブルー水素・グリーン水素 
出典）資源エネルギー庁ホームページ 

（https://www.enecho.meti.go.jp/about/special/johoteikyo/suiso̲tukurikata.html) 

水素サプライチェーン・ 

プラットフォームサイト 
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(4)二酸化炭素の吸収 

ここまでの取組により二酸化炭素排出量を最大限削減します。一方で、削減ができない二酸化炭素
については、吸収・固定により大気中の二酸化炭素を削減する必要があります。植物や樹木は成長の過
程で幹や根等に二酸化炭素を蓄積する機能を持っています。しかし、間伐などの適切な管理が行われて
いないと成長が停滞してしまい、二酸化炭素の吸収量が減ってしまうため、森林の適切な管理が必要で
す。また、森林は、水源涵養機能や山地災害防止機能、レクリエーション機能、生物多様性保全機能、
木材等生産機能などの多面的な機能を持っており、森林の目的に応じた活用が重要です。さらに、瀬戸
内市の沿岸地域には藻場が分布しています。藻場もブルーカーボンとして二酸化炭素を吸収することが期
待されています。 

森林の管理の実施・緑化の推進 

➤森林経営管理法に基づき、経営管理されていない森林を整備し、二酸化炭素の吸収を促進 
➤水源涵養、生物の多様性及び健康増進等森林のもつ多面的な機能の保全を図るための森林整

備の施策を推進 
➤各主体の協働により地域の緑化を推進し、二酸化化炭素の吸収量を増加 

実施主体
の 

取組 

市民 間伐等の森林の整備により、森林の二酸化炭素の吸収を促進するとともに、
地域の緑化を積極的に実施します。 

事業者 森林整備に協力します。地域の緑化活動に協力します。 

行政 森林経営管理制度を活用し、森林整備や森林利用の情報提供を推進する
とともに、緑化施策を実施します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
森林の二酸化炭素吸収のイメージ 

出典）林野庁ホームページ 
(https://www.rinya.maff.go.jp/j/sin̲riyou/ondanka/con̲2.html9) 

 

森林を構成している一本一本の樹木は、光合成により大気中の二酸化炭素を吸収するととも

に、酸素を発生させながら炭素を蓄え、成長します。 
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ブルーカーボン生態系による炭素貯留 

➤吸収源としてのポテンシャルが期待されるブルーカーボン（海洋生態系による炭素貯留）についての
情報収集（現段階でブルーカーボンによる正式な効果の算定方法は公表されていませんが、現在
国で検討が進められています） 

➤瀬戸内市沿岸部に生育し、ブルーカーボンの一つとして期待される藻場の保全、造成の推進（な
お、藻場の造成は、沿岸域の生物多様性の確保や、水産資源への効果も期待できます） 

実施主体
の 

取組 

市民 藻場の保全、造成による効果に関する情報を取得し、藻場の保全、造成に
協力します。 

事業者 
漁業従事者を中心に藻場の保全や造成の中心的役割を担うとともに、企業
は支援の実施を検討します。 

行政 ブルーカーボンによる温室効果ガスの吸収に関する情報の提供や市民・事業
者の活動を支援します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

海の森「ブルーカーボン生態系」のメカニズム 
出典）海の森ブルーカーボンパンフレット 

（国土交通省港湾局 2023 年 6 月更新） 
 
 

国土交通省のブルーカーボン 

に関するサイト 
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4.適応策 

地球温暖化の影響は、広範囲に及ぶため基本的には国の適応計画を踏まえた岡山県地球温暖化対
策実行計画に示された自治体、市民、事業者の適応に向けた取組を推進していく方針とします。 

1)市の取組 

(1)地域の自然的・経済的・社会的状況に応じた気候変動適応の推進 

気候変動による影響は本市においても出現しています。これらの影響は将来にわたって、市民生活や
事業活動に影響を及ぼすことが予測されています。これらの影響に対して、少しでも被害を軽減するため、
気候変動への適応に向けた取組を推進する必要があります。このため、市内における気候変動による影
響の現状や地域の特性等を踏まえた上で、特に市が取組むべき項目を整理し適宜推進します。 

表 6-2 市の適応に向けた取組 

項 目 影響の現状・将来予測 適応策 

農業 
林業 
水産業 

・農作物の収量低下、品質
低下 

・病害虫被害の拡大 
・水産資源の分布変化 

・気候変動に対応した品種や技術の普及 
 
・松くい虫被害拡大への対応 
・漁獲状況の把握と、漁場環境のモニタリング調査 

水資源 ・無降水日数の増加等による
渇水の深刻化 

・節水に関する普及啓発 

自然生態系 ・生育・生息域の分布の変化 
 
・自然生態系と関連するレクリ
エーション機能の低下 

・水温の上昇や植食性魚類
の分布北上に伴う藻場生態
系の劣化 

・希少種の保護と特定外来生物の取扱いの普及啓
発と分布の把握 

・自然公園等の保護による豊かな自然や優れた景観
の保全 

・地域と連携した藻場の保全・造成の推進 

自然災害・

沿岸域 
・洪水を起こしうる大雨事象の
増加 

・高潮・高波による浸水リスク
の増大 

・土砂災害の激甚化・頻発化 

・既存施設の整備・管理や機能強化の推進 
 
・防災教育、啓発による防災意識の向上 
 
・「流域治水」(流域に関わるあらゆる関係者が協働
して水災害対策を行う考え方)の推進 

国民生活 ・極端な気象現象によるインフ
ラ・ライフラインへの影響 

・災害時の緊急輸送路などの確保や災害廃棄物に
関する情報の職員への教育訓練 

健康 ・熱中症による救急搬送者数
の増加 

・熱中症予防の普及啓発、注意喚起 
 

 

(2)関係者への普及啓発や情報提供による適応の推進 

緩和策と併せた普及啓発や環境教育活動を通じて、気候変動適応に関する施策や具体的な取組
事例等に関する情報の提供等により、地域の事業者、住民等の多様な関係者の気候変動適応に対す
る理解を醸成し、それぞれの主体による気候変動適応の促進を図ります。 
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(3)気候変動影響及び適応の情報の把握等 

気候変動影響及び適応に関する情報の収集、整理、分析及び提供に努め、地域における科学的知
見の充実を図り、気候変動適応に関する施策に活用します。 
2)市民の取組 

気候変動の影響は市民一人ひとりの生活に対して影響を与えるおそれがあります。このため、市民は
気候変動の影響を自らの問題として認識し、気候変動の影響や適応に関する情報に興味・関心をもつ
ようにするとともに、関連行事に参加するなどして、積極的に理解を深めることが期待されます。また、国及
び県、市が実施する施策への参加・協力が期待されます。市民ができる気候変動適応の具体例を示し
ます。 

表 6-3 市民の適応に向けた取組（例） 

取組項目 取組内容の例 

渇水対策 
 

・日頃からの節水 
・雨水の有効利用 

防災対策 
 

・日頃からの天気情報の把握 
・ハザードマップ、避難経路の確認 
・非常持ち出し品、備蓄品の準備 
・防災訓練等への積極的な参加 
・太陽光発電設備や蓄電池(EV、PHEV 含む)の設置(非常用電源の確保) 

熱中症対策 
 

・熱中症警戒アラート発令中における屋外での活動中止 
・涼しい服装の着用、日傘の使用、帽子の着用 
・こまめな水分補給 
・エアコンの適切な利用 
・暑さに備えた体づくり 

蚊媒介感染症

対策 
 

・不要な水場の撤去 
・長袖等の蚊にさされにくい衣類の着用 
・虫除けスプレー等の昆虫忌避剤の使用 

 

3)事業者の取組 

事業者は、自らの事業活動を円滑に実施するため、その事業の内容に即した気候変動適応を推進す
ることが期待されます。自らの実施する事業に対する気候変動の影響を情報収集するとともに、予測し、
適応する取組や新規の事業展開の検討が求められます。また、国、県及び市が実施する施策への参
加・協力が期待されます。 

表 6-4 事業者の適応に向けた取組（例） 

取組項目 取組内容 

事業継続マネジ

メントの実施 

気候変動に伴い、今後も気象災害の頻度と強度が高まることが懸念されてい
ます。気候変動影響を考慮した気象災害への備えを強化する必要性が高まって
いることから、BCP(事業継続計画)の策定など、事業継続マネジメントの実施が
期待されます。 

適応ビジネスの展

開 

 

気候変動適応の推進は、適応に関する技術・製品・サービスの提供等、新た
な事業活動(適応ビジネス)の機会を提供します。気候変動の影響によるリスクを
把握し、適応ビジネスにつながる技術・製品・サービスの提供等の新たな事業展
開による成長も期待されます。 
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5.環境学習・普及啓発の充実 

緩和や適応のための地球温暖化対策を推進するためには、市民や事業者が地球環境に対する興味
を持ち、取組を実施するとともに、各主体が協働で取組むことが重要です。また、地球規模の出来事に起
因する地域の課題について市民や事業者が現状を知り、原因や解決方法を考える力を育てるため、環
境教育の役割が重要です。さらに、地球温暖化対策が地域経済の活性化にむけた取組と考えて進める
必要があります。 

 

環境学習の実施 

➤環境学習を実施する指導者を育成するとともに、学習の場の提供 
➤次世代を担う子供たちに、よりよい地球環境実現のための環境学習プログラムの作成及び実施によ

り、環境教育を推進 
➤従業員が、事業と環境との関わりを理解することで、環境配慮や環境マネジメントが促進されるよう

環境教育を推進 
➤事業者は環境報告書の作成、公表により、自然資源を利用して事業を行う者として必要な説明責

任を果たし、地域と環境コミュニケーションを促進 
➤地球温暖化の理解を促進し、自らの問題として認識し、持続可能なライフサイクルに転換してもらえ

るよう、環境イベントや環境教育を通じて地球温暖化について知る機会を提供 
➤県等の関係機関と連携した地球温暖化対策に関する環境学習の指導者等の専門人材の育成 
➤環境イベント等を活用した「うちエコ診断」の実施により、市民の身近な行動改善につながる環境教

育を推進 

実施主体
の 

取組 

市民 学校での環境教育に協力するとともに、環境イベントや環境教育に積極的に
参加し、温暖化に関する正しい情報を収集します。 

事業者 
学校や地域での環境教育を支援するとともに、環境に配慮した事業活動とな
るよう従業員に環境教育を実施します。環境報告書を作成し、公表します。 

行政 学校、地域、事業者の環境教育が実施されるよう、情報提供等により支援す
るとともに、リーダー育成、環境イベントや環境学習を主体となって実施します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  授業風景                      ごみ収集車の見学 
生活環境に関する出前講座 

 
出典）瀬戸内市ホームページ 

(https://www.city.setouchi.lg.jp/soshiki/14/1389.html） 

生活環境課 

出前講座 
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普及啓発、情報提供の推進 

➤ホームページや広報等の様々な媒体を活用した情報発信により、瀬戸内市の市民・事業者への普
及啓発、情報提供を推進 

➤国や県の主催するキャンペーンを幅広く周知するとともに、連携した取組を実施 

実施主体
の 

取組 

市民 温暖化対策に関係する情報を積極的に収集し、キャンペーン等へ協力や参加
をします。 

事業者 
事業者のもつ温暖化対策に関する情報を発信するとともに、キャンペーンへの
参加や支援をします。 

行政 国、県、市の温暖化対策に係る情報の発信、地球温暖化防止キャンペーンの
開催等、主体となって普及啓発します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典）岡山県クールビズ県民運動ポスター 

 
 
 
 

出典）瀬戸内市ゼロカーボンシティ推進ポータルサイト 
（https://www.city.setouchi.lg.jp/site/zero-co2/） 

瀬戸内市ゼロカーボンシティ 

推進ポータルサイト 
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6.重点施策 

1)「脱炭素先行地域づくり事業」と「重点対策加速化事業」を活用した重点施策 

選定された脱炭素先行地域づくり事業の取組により、先行エリアでの2030年ゼロカーボンの実現に向
けて先行的に取組を推進します。さらに、国の推進する脱炭素ドミノの実現を目指して、市内全域の民
生部門の脱炭素化にむけて、脱炭素先行地域づくり事業を市域全体へ拡大するとともに重点対策加速
化事業の推進により、市域全体の脱炭素化に向けた取組を加速します。以下に脱炭素先行地域及び
重点対策加速化事業の取組の概要を示します。このうち、特に先行エリア内の再生可能エネルギーの地
産地消実現に向け、地域新電力の設立を進めます。この地域新電力により、再生可能エネルギーの地
産地消と効率的なエネルギーの運用を市内全域に展開し、脱炭素と経済の好循環を生み出すとともに、
地域課題の解決に取組めるように努めます。 

表 6-5 脱炭素化に関する主な取組 

注)重点対策は、重点対策加速化事業により実施 
出典）「漁村農村から始める、地域で経済が循環する瀬戸内モデル」（瀬戸内市他） 

 

No 取組名称 
活用予定の交付金 

重点対策 先行地域 
民生部門電力の脱炭素化に関する主な取組 
① 太陽光発電設備の設置促進   

1.市民（補助制度） 〇 ● 
2.民間事業者（補助制度） 〇 ● 
3.公共施設  ● 

② 遊休地太陽光発電事業（オフサイト PPA）  ● 
③ 省エネ設備（高効率空調など）の導入促進   

1.市民（補助制度）  〇 ● 
2.公共施設（LED、ソーラーLED 街灯）  ● 
3.公共施設（高効率空調）  ● 

④ ZEH 化促進（補助制度） 〇  
⑤ 蓄電池導入促進   

1.市民（補助制度） 〇 ● 
2.民間事業者（補助制度）  ● 
3.公共施設  ● 
4.遊休地太陽光発電所併設型  ● 

⑥ 地域エネルギーマネジメントシステム導入  ● 
民生部門電力以外の脱炭素化に関する主な取組 
⑦ 木質バイオマス小型炉/加温機(木質＋竹質)導入促進  ● 
⑧ EV/PHEV の導入   

1.市民（補助制度） 〇  
2.民間事業者（補助制度） 〇  
3.公用車  ● 

⑨ 充放電設備（EV スタンド等）設置促進   
1.市民（補助制度） 〇 ● 
2.民間事業者（補助制度） 〇 ● 
3.公共施設  ● 

⑩ 邑久町漁業協同組合市場への高効率空調導入  ● 
⑪ 邑久町漁業協同組合市場、玉津裳掛地区水利施設管理組合ポンプ場の

自家消費型太陽光発電 
 ● 

⑫ アマモ場の再生活動を通した環境学習による環境意識の向上  ● 
⑬ 地域 SDGs ポイント制度導入（＊制度は市全域で実施予定）  ● 
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図 6-6 脱炭素先行地域位置図 

 
出典）「漁村農村から始める、地域で経済が循環する瀬戸内モデル」（瀬戸内他） 
図 6-7 地場産業が支える生活基盤の姿 

 
出典）「漁村農村から始める、地域で経済が循環する瀬戸内モデル」（瀬戸内他） 

図 6-8 漁師・農家と実現するエネルギー地産地消の姿 

脱炭素ドミノによる

全市への展開 
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2)新規建築物の ZEB、ZEH 化と既存建物の断熱改修の推進 

2021 年 10 月に閣議決定された第 6 次エネルギー基本計画によると「業務・家庭部門において高い
省エネルギー効果が期待されるのは、建築物・住宅の省エネルギーである」とされています。このため、同基
本計画において「2030 年度以降新築される住宅・建築物について、ZEH・ZEB 基準の水準の省エネ
ルギー性能の確保を目指す」ことを政府目標とし、規制の強化や普及拡大に向けた支援等を講じていくと
されています。さらに、既存住宅・建築物についても改修・建て替えの支援などの省エネルギー対策を総合
的に促進することが記載されています。 

このような国の計画を推進するため、瀬戸内市においては、住宅・建築物に関する省エネルギーに関す
る情報や支援制度の情報の提供を積極的に実施し、重点対策加速化事業等を利用した補助制度の
充実や岡山県の取組と連携することで ZEH 化や省エネフォームを推進します。 

表 6-6 ZEH（ゼッチ）（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）のメリット 

出典）経済産業省 省エネポータルサイト 家庭向け省エネ関連情報 省エネ住宅  
（https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving̲and̲new/saving/general/housing/index03.html） 

表 6-7 省エネリフォームの方法（例） 

出典）経済産業省 省エネポータルサイト 家庭向け省エネ関連情報 省エネ住宅  
（https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving̲and̲new/saving/general/housing/index02.html） 

項目 メリット 
経済性 高い断熱性能や高効率設備の利用により、月々の光熱費を安く抑えることができます。さ

らに、太陽光発電等の創エネについて売電を行った場合は収入を得ることができます。 
快適・ 
健康性 

高断熱の家は、室温を一定に保ちやすいので、夏は涼しく、冬は暖かい、快適な生活が送
れます。さらに、冬は、効率的に家全体を暖められるので、急激な温度変化によるヒートシ
ョックによる心筋梗塞等の事故を防ぐ効果もあります。 

レジリエンス 台風や地震等、災害の発生に伴う停電時においても、太陽光発電や蓄電池を活用すれ
ば電気を使うことができ、非常時でも安心な生活を送ることができます。 

場所 方法 
屋根 
天井 

天井裏への断熱材の吹き込みや敷き込み、屋根の裏側への断熱材の貼り付けなどの方法があり
ます。 

床 床をはがさず床下から断熱材を貼りつける方法などがあります。リフォームで床暖房を後付けすると
きは、床断熱を十分に行う必要があります。 

壁 室内側または屋外側のどちらかの仕上げ材をはがし、断熱材を施工し、元に戻す工事が必要で
す。このため、内装や外装のリフォームなどと一緒に行うと効率的です。 

窓 窓の断熱リフォームには、３つの方法があります。 
①窓（サッシとガラス）を断熱性能の高いものに交

換する 
②既存のサッシはそのままでガラスを断熱性能の高

いものに交換する 
③既存の窓の内側にもう一つ窓をつける（内窓） 

ドア 玄関ドアや勝手口のドアは、断熱タイプのドアに交換します。 
断熱タイプのドアは本体の内側に断熱材が入り、枠部分も熱を通しにくい素材をはさんでいます。 
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出典）経済産業省 省エネポータルサイト 家庭向け省エネ関連情報 省エネ住宅 に追記 

（https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving̲and̲new/saving/general/housing/index03.html） 

 
出典）「これからは︕『ZEH』でお得に賢く快適生活」経済産業省 資源エネルギー庁 

 
 
 
 
 
 

ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）︓20%以上の省エネルギーを図ったうえ上で、再生可能エネルギー等の
導入により、エネルギー消費量を更に削減した住宅について、その削減量に応じて、以下の通り分類されている。  

ZEH 100%以上削減 

Nearly ZEH 75%以上 100%未満削減 

ZEH Oriented 再生可能エネルギー導入なし 

１ 2 3 
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3)循環経済（サーキュラーエコノミー）への移行促進による廃棄物の低減 

循環経済（サーキュラーエコノミー）は、これまでの 3R（Reduce（リデュース）、Reuse（リユー
ス）、Recycle（リサイクル）の３つのＲの総称）の取組に加え、資源投入量・消費量を抑えつつ、スト
ックを有効活用しながら、サービス化等を通じて付加価値を生み出す経済活動です。資源・製品の価値
の最大化、資源消費の最小化、廃棄物の発生抑止等を目指すものです。このような循環経済への移行
は、持続可能な社会、事業を実現するための重要な取組となります。 

瀬戸内市においても、事業者と連携して、循環経済の実現により持続可能な形で資源を利用できる
よう検討・推進します。特に、「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」を踏まえて、焼却する
と二酸化炭素を排出するプラスチックについて、資源循環を検討・推進します。なお、プラスチックごみは、
海洋ごみとして生態系への影響なども懸念されているものであり、瀬戸内海に面する瀬戸内市として海の
生態系保全の観点からも取組を進めます。 

 
出典)令和 5 年度版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書（環境省） 

 

出典) 「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」 
の普及啓発ページ（環境省） 

 

「プラスチックに係る資源循環の促

進等に関する法律」の普及啓発

ページ地球温暖化対策計画 
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4)漁船・農業機械の燃料等の脱炭素化への取組 

瀬戸内市では、漁業や農業が積極的に実施されている地域があり、ゼロカーボン実現に向けた取組が
求められます。一方で、生産額を考慮すると漁業、農業分野での省エネルギー対策には、自治体単独で
できる内容には限りがあります。このため、国の施策の動向を市で把握し、積極的な情報提供と支援を行
います。 

そのうえで、漁業、農業従事者と連携・協力をしながら脱炭素化への取組を進めていきます。 

以下に農林水産省地球温暖化対策計画の概要から抜粋した取組の概要を示します。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

  
 

 
 
 

出典)農林水産省地球温暖化対策計画の概要（抜粋） 
（2021 年 10 月 大臣官房環境バイオマス政策課地球環境対策室） 

 

  

 

農林水産省 

地球温暖化対策計画 
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5)耕作放棄地への営農型太陽光発電（ソーラーシェアリング）の推進 

瀬戸内市にある耕作放棄地の所有者に対して、営農型太陽光発電（ソーラーシェアリング）の検討
に必要な情報を提供し、耕作放棄地の農地としての有効利用や再生可能エネルギーの拡大により地域
課題の解決を推進します。 

なお、農林水産省では、営農型太陽光発電の取組支援ガイドブックを作成し、公表しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）営農型太陽光発電について 

（令和 5 年 10 月 農林水産省） 
農林水産省 

太陽光発電について 
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6)地域と連携した藻場の保全・造成の推進 

漁業協同組合、地域コミュニティ、民間団体、岡山県（水産研究所等）及び瀬戸内市等が連携を
図り、藻場の保全及び再生の取組を実施しています。具体的には、アマモの種子の採取や播種を実施
するとともに、発芽状況のモニタリングを実施しています。 

瀬戸内市沿岸の藻場は、波や潮流による水の流れをゆるやかにするとともに、稚魚を外敵から守る隠
れ場所となっています。海藻上や根の間等には稚魚の餌となる小型生物が豊富に生息しています。このよ
うに藻場は、稚魚を保育する「海のゆりかご」としての役割を果たして、生物多様性の保全や漁業資源の
保全の観点から重要な役割にあります。 

一方、藻場の造成により、ブルーカーボンとしての二酸化炭素吸収に貢献します。ブルーカーボンは沿
岸・海洋生態系に取込まれ、そのバイオマスやその下の土壌に蓄積される炭素のことをいいます。2009
年に公表された国連環境計画（UNEP）の報告書「Blue Carbon」において定義され、吸収源対策
の選択肢の１つとして注目が集まってきました。ブルーカーボンの主要な吸収源としては、藻場（海草・海
藻）や干潟等の塩性湿地、マングローブ林があり、これらは「ブルーカーボン生態系」と呼ばれています。 

このため、瀬戸内市の沿岸でも多面的な機能を有する藻場の造成を行うことで、二酸化炭素の吸収
や海水温の上昇に伴う藻場の減少への適応策として貢献することが期待されます。瀬戸内海に面した瀬
戸内市の特性を踏まえて、藻場の多面的な機能に関する情報を市民、事業者に提供し、既存の取組
団体と連携・協力して藻場の造成による吸収源、生物多様性及び水産資源の確保に取組ます。 

【アマモ場再生活動 アマモ種まき】の実施事例 

実施日︓2023 年（令和 5 年）9 月 19 日 

実施場所︓邑久町漁業協同組合事務所 

参加者︓瀬戸内市立裳掛小学校（5 年生と 6 年生の児童 10 人、引率教員 3 人）、邑久町漁
業協同組合、裳掛コミュニティ協議会、パルシステム生活協同組合連合会、岡山県農林
水産部水産課、岡山県水産研究所、環境省中国四国地方環境事務所、瀬戸内市、そ
の他（合計 54 人） 

地元小学生が、邑久町漁協で海草アマモの種を選別する作業を体験した。「海のゆりかご」とも呼
ばれ、さまざまな生き物の住みかとして役立っていることや、アマモ再生の大切さについて学んだ。 

児童は、組合長からアマモが、魚の“隠れ家”や産卵場になり、二酸化炭素の吸収源として注目され
ている話を聞いた後、採取した。漁協が６月に近くの海で回収し、海中に保管しておいたアマモを水で
洗い、泥やごみを取除いて長さ２〜３ミリの種約 2.3 キロを採取した。採取した種は参加者らが海に
まき、来春に発芽する予定である。 
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7)将来を担う子供達への環境学習、普及啓発の実施 

瀬戸内市の実施する出前講座において、地球温暖化対策に関する学校における気候変動教育につ
いてのメニューを検討・作成し小学校、中学校、高等学校の各段階において、教育委員会や学校と連
携して、気候変動教育を実施します。「瀬戸内市環境フェスタｉｎせとうち」においても、親子で参加でき
る地球温暖化に関する環境学習を検討し、実施します。 

また、瀬戸内市のゼロカーボンポータルサイトの充実（国の作成したデコ活サイト等関連するサイトなど
への誘導を含む）、若者を意識し、SNS を活用した地球温暖化に関する情報提供や、地球温暖化対
策に関する取組の内容を充実し、普及啓発を推進します。さらに、瀬戸内市内で実施されている地球温
暖化対策に関する取組を紹介します。 

環境学習や普及啓発の取組は、岡山県、岡山県地球温暖化防止活動推進センターなどの協力を
得て最新の情報提供や環境学習を実施します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
出典）「おかやまエコるん club」の部員を

募集パンフレット(岡山県) 

 

 

 

 

出典）環境教育に役立つ情報サイト 
「環境学習 Station」（環境省） 
（http://eco.env.go.jp/） 

環境省 環境教育に 

役立つ情報サイト 

岡山県 新エネルギー・ 

温暖化対策室サイト 
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8)脱炭素促進区域の設定 

本市における地球温暖化対策の推進に関する法律第 21 条第５項第２号に規定する促進区域を
下記のとおり設定します。 

なお、促進区域の設定基準は、国の基準が 2022 年４月に示され、岡山県の基準が 2024 年 3
月（予定）に示されています。このため、国及び県基準において「促進区域に含めない区域」とされてい
る区域は促進区域の対象外とします。なお、必要に応じて促進区域の見直しを行います。 

表 6-8 促進区域の指定 

①地域脱炭素化促進
事業の目標 

脱炭素先行地域づくり事業と重点対策加速化事業の計画を踏まえて、促進区域に
導入する発電設備容量（kW）およびその達成年限は、令和 10 年度までに約
10MW（民間・個人向け計画＋公共施設への自家消費型太陽光発電設備）の
導入を目標とする。 

②地域脱炭素化促進
事業の対象となる区
域（促進区域） 

瀬戸内市内の太陽光発電設備が設置可能な建築物の屋根及び屋上、公共施
設及び市有地 
（ただし、表 6-9 に示す「促進区域に含めない区域」は除く） 
上記区域のほか、事業者及び市民等から提案を受け、適切な計画と判断される場 
合、個々の事業計画の予定地を促進区域に設定することも可能とします。 
なお、促進区域の候補地となり得るエリアを更に検討し、市内の各地域や事業者等
と連携・協力しながら、適宜、促進区域の見直し又は拡大を図るものとします。 

③促進区域において
整備する地域脱炭
素化促進施設の種
類および規模 

種類︓太陽光発電 
規模︓約 10MW 

④地域の脱炭素化の
ための取組 

地域脱炭素化促進施設から得られた電気を市内の需要家に供給すること 

⑤地域の環境保全の
ための取組 

下記の環境要素について地域の環境の保全に配慮する。 
〇水の濁りによる影響 
〇重要な地形及び地質への影響 
〇土地の安定性への影響 
〇動物の重要な種及び注目すべき生息地への影響 
〇植物の重要な種及び需要な群落への影響 
〇地域を特徴づける生態系への影響 
〇主要な眺望点及び景観資源並びに主要な眺望景観への影響 
〇主要な人と自然との触れ合い活動の場への影響 
〇その他 

（文化財への影響、廃棄物が地下にある土地の形質変更への影響等） 
〇騒音による影響 
〇反射光による影響 

⑥地域の経済および
社会の持続的発展
に資する取組 

本事業が、地域の経済活性化や地域課題の解決に貢献し、地域における再エネの
社会的受容性の向上を図り、地域の魅力と質を向上させる地域創生につながるも
のとなるよう、以下のいずれかの取組を実施するものであること。 
 ○地域課題の解決につながること         ○地域の防災対策の推進に資すること 
 ○地域経済の活性化に貢献すること     ○広く市民が参加して実施されること 

⑦その他の留意事項 ・瀬戸内市防災ハザードマップの洪水浸水想定区域に該当する地域もあるため、設
備設置に際しては、適切な対策措置を講ずる 
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表 6-9 促進区域に含めない区域 

 区分 法令 法指定 指定状況 
①促進区域から除
外すべき区域 
(国基準) 

自然環境保全法 原生自然環境保全地域 
自然環境保全地域 

該当なし 

自然公園法 国立・国定公園特別保護地区、海域
公園地区、第 1 種特別地域 

一部に存在する 

鳥獣の保護及び管理並びに
狩猟の適正化に関する法律 

国指定鳥獣保護区の特別保護地区 該当なし 

絶滅のおそれのある野生動植
物の種の保存に関する法律 

生息地等保護区の管理地区 該当なし 

②環境の自然的構
成要素の良好な状
態の保持に関する
事項（土地の安定
性への影響） 

砂防法 砂防指定地 一部に存在する 
地すべり防止法 地すべり防止区域 該当なし 
急傾斜地の崩壊による災害
の防止に関する法律 

急傾斜地崩壊危険区域 一部に存在する 

土砂災害防止法 土砂災害特別警戒区域 
土砂災害警戒区域注 3) 

一部に存在する 

自然公園法 除外すべき区域以外 一部に存在する 
森林法 保安林（航行目標保安林を除く） 一部に存在する 

③生物の多様性の
確保及び自然環境
の体系的保全に関
する事項 

鳥獣保護管理法 鳥獣保護区 一部に存在する 
岡山県自然保護条例 県自然環境保全地域 

環境緑地保護地域 
郷土自然保護地域 
郷土記念物 

一部に存在する 

岡山県希少野生動植物保
護条例 

希少野生動植物生息地等保護区 該当なし 

④人と自然との豊か
な触れ合いの確保
に関する事項 

自然公園法 国立公園及び国定公園 一部に存在する 
岡山県立自然公園条例 県立自然公園 該当なし 
都市計画法 風致地区 該当なし 
景観法 景観重要建造物、景観重要樹木 該当なし 

⑤その他（環境の
保全への適正な配
慮が確保されるよう
特に考慮が必要と
判断する事項）(文
化財への影響） 

文化財保護法 国宝・重要文化財（建造物） 
特別史跡名勝天然記念物・史跡名
勝天然記念物 
重要伝統的建造物群保存地区 

一部に存在する 

岡山県文化財保護条例 県指定重要文化財（建造物） 
県指定史跡名勝天然記念物 

一部に存在する 

注１)②〜⑤に設置する太陽光発電施設は、 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第２条第１号に規
定する建築物の屋根、屋上又は壁面に設置するものは対象施設から除く。 

注２)当該地の指定状況は、本計画策定時点の状況です。 
注３)出力 50kW 以上の太陽光発電施設のみ対象 

表 6-10 環境省令で促進区域に含まれる場合に考慮が必要な区域・事項の対応 

区分 法令 法指定 指定状況及び対応方針 
考慮 
すべき
区域 

自然公園法 除外すべき区域以外 促進区域の対象に含めない（表 6-9④）  
絶滅のおそれのある野生動植
物の種の保存に関する法律 

生息地等保護区の監
視地区 

該当なし 

砂防法 砂防指定地 促進区域の対象に含めない（表 6-9②） 
地すべり防止法 地すべり防止区域 促進区域の対象に含めない（表 6-9②） 
急傾斜地の崩壊による災害
の防止に関する法律 

急傾斜地崩壊危険区
域 

促進区域の対象に含めない（表 6-9②） 

森林法 保安林（航行目標保
安林を除く） 

促進区域の対象に含めない（表 6-9②） 

考慮 
すべき
事項 

国内希少野生動植物種の生息・生育への支障 生息・生育の情報がある場合、支障が生じな
いよう関係機関と協議の上、検討する。 

騒音その他生活環境への支障 騒音に係る環境基準は未指定であるが、周
辺建物の状況、設備の設置位置・諸元に基
づいて騒音の生活環境への影響に配慮する。 

注 1)当該地の指定状況は、本計画策定時点の状況です。 
注 2)考慮すべき区域に設置する太陽光発電施設は、 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第２条第１

号に規定する建築物の屋根、屋上又は壁面に設置するものは対象施設から除く。 
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第7章 計画の推進体制と進行管理 

1.計画の推進体制 

本計画の長期目標である 2040 年ゼロカーボン実現のためには、率先的な取組と先進的施策の積極的
な導入及び、市民、事業者、行政の協働が重要となります。このため、本計画で実施する取組の重要性を
十分に周知し、その考え方に沿って市民、事業者、行政が共通認識のもと、互いに連携し積極的に取組を
推進します。 

環境に関する諮問機関として「瀬戸内市環境基本条例」に基づき、学識経験者、関係団体の代表者、
市民などで組織する「瀬戸内市環境審議会」が設置されており、上位計画である「環境基本計画」につい
ても意見・提言を受けつつ計画を推進しています。個別計画である本計画も同様の体制で推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-1 推進体制 

2.計画の進行管理 

本計画の目標達成のため、総合的、効果的に取組を推進するためには、計画（Plan）に基づく取組
（Do）の達成状況を継続的に把握・評価（Check）し、その結果を踏まえて計画の改善（Action）
を図る PDCA サイクルによる適切な進行管理が重要です。 

このため、市の事務局の実施状況のとりまとめ結果を「瀬戸内市環境審議会」に諮り、年度ごとに進捗状
況について管理します。 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 7-2 進行管理 
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・地球温暖化対策実行計画

【Do】
・各主体の取組
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3.計画の取組指標 

本計画の取組指標を表 7-1 に示します。取組指標は原則として、上位計画の指標によるものとします。
また、国の選定を受けて実施する脱炭素先行地域、重点対策加速化事業の進捗も指標と併せて把握し、
計画の進行管理を進めていきます。さらに、本計画については、毎年のＰＤＣＡサイクルの中で課題を見つ
けて目標設定し、解決していく方針とします。 

表 7-1 取組の指標 

分類 指標名 単位 

実績値 目標値 

備 考 R２ R6 R12 

2020 2024 2030 

緩和策 
全体 

行政活動に伴う二酸
化炭素排出量の削減 

2013 
年度比 

17％ － 77％ 
瀬戸内市地球温暖化対
策実行計画（事務事業
編）第 4 次計画 

緩和策 
全体 

市内全域の二酸化炭
素排出量の削減 

2013 
年度比 

12％ 
(2019) 

－ 
50％ 
以上 

本計画 

省 エ ネ
ルギーの
推進 

公共交通機関が利用
しやすいと思う市民の
割合 

％ 26.5 32.5 40.0 総合計画より注 2) 

1 人 1 日あたりの可燃
ごみ排出量 

g 635 587 522 注 1) 総合計画より注 2) 

1人1日あたり家庭系
可燃ごみ排出量 

g 454 416 364 総合計画より注 2) 

事業ごみ処理量 t 2,461 2,309 2,134 総合計画より注 2) 
リサイクルを実践してい
る市民の割合 

％ 86.7 90.7 95.0 総合計画より注 2) 

エネルギ
ー の 脱
炭素化 

再エネ導入量 
2021 年

度比 
－ － 

1.6 倍
以上 

本計画（錦海塩田に設
置されたメガソーラーを除
いた増加率とします。） 

二 酸 化
炭 素 の
吸収 

アマモ場などに関する
環境学習の支援 

回/年 － 2 4 
第 2 次環境基本計画 
［改訂版］ 

環 境 学
習 ・ 普
及 啓 発
の充実 

公民館や行政による
自然体験型等のイベ
ントや環境出前講座
の実施回数 

回/年 7 15 20 
第 2 次環境基本計画 
［改訂版］ 

小学校での環境教育
の実施回数 

回/年 14 20 20 
第 2 次環境基本計画 
［改訂版］ 

注１)「ごみダイエット瀬戸内」というスローガンのもと、平成 21（2009）年から可燃ごみの 30%削減に取組んでおり、
その目標値は 1 人 1 日あたり 522ｇです。 

注 2)総合計画とは、「第 3 次瀬戸内市総合計画」（令和 3 年 9 月）です。 
  


